
部名称 担当課名称 事業番号 事業名称 頁

032105 校区担当職員事業 1

032115 地域福祉重層的支援体制整備事業 2

032119 生活困窮者自立支援事業 3

032121 広域福祉共同処理繰出事業 4

032123 福祉コミュニティ推進事業 5

032129 避難行動要支援者支援対策事業 6

032163 福祉団体補助事業 7

032171 地域福祉管理事務 8

032172 民生委員等事務 9

032176 生活つなぎ資金運用事業 10

032183 社会福祉協議会補助事業 11

032602 災害見舞金支給事務 12

033120 福祉会館管理運営事業 13

033121 ケアセンター管理運営事業 14

033122 コミュニティセンター管理運営事業 15

034111 総合福祉会館施設改修事業 16

034113 ケアセンター施設改修事業 17

912101 共同処理一般管理事業 18

922101 広域福祉事業 19

922201 広域まちづくり事業 20

生活支援課 032301 生活保護事業 21

032134 障害者福祉事務 22

032135 障害者虐待防止対策支援事業 23

032139 補装具支給事業 24

032140 自立支援医療給付事業 25

032142 特別障害者手当等給付事務 26

032143 意思疎通支援事業 27

032147 地域生活拠点等事業 28

032151 障害者（児）ライフサポート推進事業 29

032156 介護・訓練等給付費事業 30

032157 障害児通所給付費事業 31

032158 地域生活支援事業 32

032194 障がい支援区分認定等事務 33

部課別掲載事業一覧

増進型地域福祉課
南河内広域行政
共同処理事業
特別会計

障害福祉課

福祉部

増進型地域福祉課



A　見直し・廃止

B　継続

C　充実

校区交流会議は、地域の理想の実現にむけて行政・社会福祉協議会・地域住民・福祉関係団体等が官民協働で取り組んでいくものであり、参加者それぞれが無理な
く、長く継続していくことが重要である。
校区交流会議を知らない地域住民も多く、参加者の固定化の課題もあるため、認知度向上・参加者数の増加に向けて、市民が会議に関心を持ち、参加者が広がるよ
う、様々な媒体や機会を活用し、効果的な広報・周知活動を実施する。
校区担当職員としての活動が活発化し、業務負担が大きくなることが課題となっている。また、休日に開催される校区プログラムに出務する際に、管理職には振替
休日の取得を促すが、所属先や時期によっては取得が困難な状況もあることから、管理職員特別勤務手当の支給対象として検討が必要である。

D

A　適切な割合が負担されている 事業の主旨からして受益者負担を求めるものではない。

B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

効
率
性

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 B

A　事業手法を見直す予定である 令和６年度、校区担当職員を一般職も含めて選任し、体制の拡充
を行った結果、会議出席率、広聴活動の件数ともに向上した。現体
制の維持を含め、より効果的な事業手法を検討していく必要があ
る。

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 B

A　コスト削減を行う予定である 重層的支援体制整備事業交付金を活用しているが、さらに対象経
費としての活用を検討していく。

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 C

A　指標を達成している 全16小学校区で校区交流会議が開催され、参加者数（実人数）や
校区担当職員の参加数が計画値を上回るっているが、地域課題の
解決や地域の理想に向けた政策形成や社会資源の検討を行う増
進型地域福祉推進会議の開催回数が指標を達成していない。

B　概ね指標を達成している

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

A

A　市民ニーズは高い又は増加している 校区交流会議の参加を通じて、校区担当職員の広聴活動により、
多くの意見や要望も生まれることが想定され、参加者とのコミュニ
ケーションの醸成や相談・要望等への対応を重ねることで、地域と
行政の関係性の構築につながるものである。

B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

実績

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

活動指標２ 校区交流会議参加回数 ➡
単位 予定 70 70 70

【 回 】 実績 88

活動指標１ 校区担当連携調整会議開催数 ➡
単位 予定 4

【 回 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 2 回 )

成果指標２ 増進型地域福祉推進会議開催数 ➡
単位

予定 2 2 2

実績 13成果指標１ 校区実践プログラムの実践数 ➡
単位

予定 16 16 16

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

【A+B】総事業費（参考値） 10,789

【a+B】うち人件費 10,752

正職員 10,752

会計年度任用職員 0

0 0

一般財源 21 22 19

【B】職員人件費（参考値） 10,752

A
の
財

源
内
訳

府支出金 0 0 0

国庫支出金

75文字

【A】事業費 41 42 37

【a】うち会計年度任用
職員人件費

0 0 0

事業種別

(大事業) 民生費

(項) 社会福祉費 (中事業) 社会福祉経常事業

(目) 社会福祉総務費 (小事業) 校区担当職員事業

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

B

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

A

A　効果的な制度設計となっている 校区交流会議を起点として、地域の声を聴き、課題解決や地域の
理想の実現に向けた政策形成や社会資源の検討につなげ、全庁的
な増進型地域福祉を進めていくための重要な取組みとなる。

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。

B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

】 実績

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

B

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 第４期地域福祉計画の重点施策の一つに校区交流会議を起点とし
て校区担当職員の活動を位置付けており、全庁的な増進型地域福
祉を推進するための事業として行政が実施主体となることが適当
である。

活動指標４ ➡
単位 予定

【 】

【 回 】 実績 4

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

活動指標３ ➡
単位 予定

【

4

【 校区 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 16 校区

（現年）

)

4

実績 1

事業目的
地域福祉計画の基本理念である増進型地域福祉を推進するために、小学校
区毎に行われる校区交流会議に職員が参加し、校区プログラムの企画・実践
の支援等を行う。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

20 20 18

事業概要
市内１６小学校区で開催されている校区交流会議に市職員が校区担当職員
として参加し、地域と行政のパイプ役を担う。また、各部局に推進担当員を配
置し、部局内の課題の共有並びに解決に向けた検討及び連携調整等を行う。

地方債 0 0 0
102文字

その他 0

予算科目

(款) 民生費

令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　増進型地域福祉課

■対象事業 評価者 竹口　順子

事業番号 032105 事業名称 校区担当職員事業

施策体系
（分野別施策2） みんなで支え合う健やかで心豊かな暮らし

づくり
▶ （2） 支え合いを育む福祉コミュニティづくり ▶ （個別施策9） 地域福祉の推進
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B　継続

C　充実

孤独・孤立やひきこもり、8050問題などの狭間のニーズ、複合的な課題を抱える世帯に対応できる包括的な支援体制の整備に向け、多様な地域活動による地域づ
くり（プラットホーム）を土台として、分野や属性を問わない相談支援と参加支援による地域とつなぐ個別支援など、孤独・孤立や複合的な課題を抱える潜在的な対
象者を把握し、個々の状況に寄り添ったアウトリーチによる伴走支援に取り組んでいく。

重層的支援体制整備事業交付金を活用しているが、さらに対象経
費としての活用を検討していく。

B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

効
率
性

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 B

A　コスト削減を行う予定である

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 B

A　事業手法を見直す予定である 先進的な取組みを参考にしながら、地域の実情に応じて富田林市
独自の重層的支援体制整備事業の一体的な取組みを進めていく
必要がある。

B

A　見直し・廃止

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。 D

A　適切な割合が負担されている

高齢、障がい、子ども・子育て、生活困窮の福祉分野に加え、教育
や商業、交通部局など、全庁横断的な連携による支援体制の構築
を進めていく必要がある。

事業の主旨からして受益者負担を求めるものではない。

B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 B

A　指標を達成している 制度の狭間や複合的な課題を有するケースの掘り起こし、課題の
整理など、分野横断的な支援を積み重ねていくことで、連携のた
めの援助観や援助方針の向上など組織力の強化が求められる。B　概ね指標を達成している

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

A

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

A

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

A　市民ニーズは高い又は増加している

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

B

A　効果的な制度設計となっている

孤独・孤立やひきこもり、8050問題などの狭間のニーズ、複合的
な課題を抱える世帯に対応できる包括的な支援体制の整備が求
められている。B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 社会福祉法に規定される事業であり、従来の支援体制では対応が
難しい複雑・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制
を整備することを目的として必需性が高い事業である。

C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

活動指標３ ➡

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

【 】 実績
活動指標４ ➡

単位 予定

69

【 】 実績

単位 予定

成果指標２ ➡

活動指標２ 多機関協働事業相談受付件数 ➡
単位 予定 36 36 36

【 回 】 実績 3

【 件 】 実績

活動指標１ 重層的支援体制整備事業庁内調整会議 ➡
単位 予定 4 4 4

予定

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡

単位

)

実績

【 回 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 50 回 )

実績 70

50 50

成果指標１ 増進型地域福祉ネットワーク包括支援会議開催数 ➡
単位

予定 35

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

【a+B】うち人件費 4,956

（現年）

165文字

その他 0 0 0

一般財源 3,953 4,066 4,363

事業概要

社会福祉法１０６条の４第２項に基づき、高齢、障がい、子ども・子育て、生活
困窮分野の相談支援や地域づくりにかかる既存事業の補助金等を重層的支
援体制整備事業交付金として一括交付を受け、対象者の属性に関わらず、地
域住民からの相談を幅広く受け止め、複合課題や制度の狭間の支援ニーズ
に対応できるよう、分野横断的に包括的な支援体制を整備する。

地方債 0 0 0

【B】職員人件費（参考値） 4,956

正職員 4,956

会計年度任用職員 0

【A+B】総事業費（参考値） 21,792

8,416

府支出金 3,684 3,628 4,057

119文字

【A】事業費 15,272 15,226 16,836

【a】うち会計年度任用
職員人件費

0 0 0

(目) 社会福祉総務費 (小事業) 地域福祉重層的支援体制整備事業

事業目的

属性を問わない相談支援、多様な参加支援、地域づくりに向けた支援を柱と
して、多機関協働による支援、アウトリーチ等を通じた継続的支援を新たな
機能として強化し、地域住民の複合化・複雑化した支援ニーズに対応する包
括的な支援体制の整備を目的とする。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

予算科目

(款) 民生費

事業種別

(大事業) 民生費

(項) 社会福祉費 (中事業) 社会福祉経常事業

A
の
財

源
内
訳

国庫支出金 7,635 7,532

令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　増進型地域福祉課

施策体系
（分野別施策2） みんなで支え合う健やかで心豊かな暮らし

づくり
▶ （2） 支え合いを育む福祉コミュニティづくり ▶ （個別施策9） 地域福祉の推進

■対象事業 評価者 竹口　順子

事業番号 032115 事業名称 地域福祉重層的支援体制整備事業
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B　継続

C　充実

自立相談支援事業（必須事業）については、令和元年度より（社福）富田林市社会福祉協議会に委託し、住居確保給付金（必須事業）の受付や就労支援など、生活困窮
に関する相談支援全般に対応している。また、令和7年度の法改正により自立相談支援事業における居住支援の強化が必要となるほか、住居確保給付金の対象範
囲拡大（家計改善のための家賃の低廉な住宅への転居費用補助の創設）及び、自立相談支援機関内に「住まいの相談窓口」を設置することとされており、これまで以
上に個々の状況に応じた支援が可能となっている。また、自立相談支援事業は重層的支援体制整備事業に位置付けられており、複雑・複合的な課題を抱える世帯へ
の支援については、福祉分野横断的なネットワークの構築を進める。

生活困窮者自立支援事業費等負担金、生活困窮者就労準備支援
事業費等補助金及び重層的支援体制整備事業交付金をすでに活
用している。B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

効
率
性

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 C

A　コスト削減を行う予定である

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 B

A　事業手法を見直す予定である 令和６年度から自立相談支援事業と併せて家計改善支援事業の
事業委託を行ったことから、一定期間、実施状況等の把握を行い
評価していく必要がある。

B

A　見直し・廃止

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。 D

A　適切な割合が負担されている

生活困窮者自立支援法に定める基本理念を実現するための事業
であり、生活困窮者支援として効果的な制度設計となっている。

制度の主旨からして受益者負担を求めるものではない。

B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 A

A　指標を達成している 指標を達成している。

B　概ね指標を達成している

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

A

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

A

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

A　市民ニーズは高い又は増加している

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

A

A　効果的な制度設計となっている

生活保護に至る前の第２のセーフティーネットであり、生活困窮者
に対する生活支援施策としてニーズが高い事業である。

B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 生活困窮者自立支援法に定められた事業であり、行政が実施主体
となる必要がある。

C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

活動指標３ 子どもの学習支援事業利用者数（平成２９年度～） ➡

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

【 人 】 実績 8
活動指標４ 就労準備支援事業利用者数（令和元年度～） ➡

単位 予定 3 3 3

3

70 70

【 人 】 実績 46

単位 予定 70

成果指標２ 設定なし ➡

活動指標２ 一時生活支援事業利用者数 ➡
単位 予定 6 6 6

【 世帯 】 実績 4

【 世帯 】 実績

活動指標１ 住居確保給付金支援事業利用者数 ➡
単位 予定 7 7 7

予定

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡

単位

)

実績

【 人 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 312 人 )

実績 290

294 312

成果指標１ 自立相談支援事業新規相談者数 ➡
単位

予定 276

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

【a+B】うち人件費 5,586

（現年）

252文字

その他 0 0 17,124

一般財源 14,067 15,948 14,965

事業概要

生活困窮者自立支援法に定められた必須事業（自立相談支援事業・住居確保
給付金）及び自治体の任意で選択できる任意事業（一時生活支援事業・生活
困窮世帯の子どもに対する学習支援事業・就労準備支援事業・家計改善支援
事業）を実施します。なお、自立相談支援事業及び家計改善支援事業は市社
会福祉協議会に委託し実施します。また、一時生活支援事業は、府内市町村
全てが参画して設置している大阪府・市町村ホームレス自立支援推進協議会
にて、就労準備支援事業については、大阪府生活困窮者等広域就労支援事
業に参加し、協働で実施します。

地方債 0 0 0

【B】職員人件費（参考値） 5,586

正職員 5,586

会計年度任用職員 0

【A+B】総事業費（参考値） 65,538

27,863

府支出金 0 0 0

74文字

【A】事業費 40,537 41,634 59,952

【a】うち会計年度任用
職員人件費

0 0 0

(目) 社会福祉総務費 (小事業) 生活困窮者自立支援事業

事業目的
経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することができなくなる恐れのある
方（生活保護受給中の方は除く）に対して、包括的な支援を行うことで自立促
進を図る。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

予算科目

(款) 民生費

事業種別

(大事業) 民生費

(項) 社会福祉費 (中事業) 社会福祉経常事業

A
の
財

源
内
訳

国庫支出金 26,470 25,686

令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　増進型地域福祉課

施策体系
（分野別施策2） みんなで支え合う健やかで心豊かな暮らし

づくり
▶ （2） 支え合いを育む福祉コミュニティづくり ▶ （個別施策12） 生活の自立に向けた支援

■対象事業 評価者 竹口　順子

事業番号 032119 事業名称 生活困窮者自立支援事業
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B　継続

C　充実

南河内広域行政共同処理事業特別会計に対する庶務的な事業である。

構成６団体での合意に基づき負担割合が決定されており適正であ
る。

B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

効
率
性

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 C

A　コスト削減を行う予定である

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 C

A　事業手法を見直す予定である ６市町村で行う広域的な共同事業への繰り出し（本市負担分の支
払い）であり、広域共同処理事業が継続する限り必要である。

B

A　見直し・廃止

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。 A

A　適切な割合が負担されている

６市町村で行う広域的な共同事業への繰り出し（本市負担分の支
払い）であり、広域共同処理事業が継続する限り必要である。

構成６団体での合意に基づき負担割合が決定されており適正であ
る。

B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 D

A　指標を達成している 南河内広域行政共同処理事業特別会計に対する庶務的な事業で
ある。

B　概ね指標を達成している

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

A

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

C

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

A　市民ニーズは高い又は増加している

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

A

A　効果的な制度設計となっている

南河内広域行政共同処理事業特別会計に対する庶務的な事業で
ある。

B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 ６市町村で行う広域的な共同事業への繰り出し（本市負担分の支
払い）であり、広域共同処理事業が継続する限り必要である。

C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

活動指標３ ➡

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

【 】 実績
活動指標４ ➡

単位 予定

【 】 実績

単位 予定

成果指標２ ➡

活動指標２ ➡
単位 予定

【 】 実績

【 】 実績

活動指標１ ➡
単位 予定

予定

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡

単位

)

実績

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡ )

実績成果指標１ 施策的目的のない事業であり、成果指標の設定になじまない ➡
単位

予定

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

【a+B】うち人件費 798

（現年）

32文字

その他 1,150 780 590

一般財源 18,763 25,764 18,727

事業概要 「南河内広域行政共同処理事業特別会計」への一般会計からの繰出金。

地方債 0 0 0

【B】職員人件費（参考値） 798

正職員 798

会計年度任用職員 0

【A+B】総事業費（参考値） 38,213

0

府支出金 16,325 16,812 18,098

98文字

【A】事業費 36,238 43,356 37,415

【a】うち会計年度任用
職員人件費

0 0 0

(目) 社会福祉総務費 (小事業) 広域福祉共同処理繰出事業

事業目的
富田林市、河内長野市、大阪狭山市、太子町、河南町、千早赤阪村の６団体
が、地方自治法第２５２条の７第１項の規定に基づき、内部組織（広域福祉課）
を設置し、大阪府から権限移譲される事務を共同で処理する。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

予算科目

(款) 民生費

事業種別

(大事業) 民生費

(項) 社会福祉費 (中事業) 社会福祉経常事業

A
の
財

源
内
訳

国庫支出金 0 0

令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　増進型地域福祉課

施策体系
（経営的施策） 将来を見据えた持続可能な行財政運営の推

進
▶ ------------ ▶ （経営的施策1） 効率的・効果的な行財政運営

■対象事業 評価者 竹口　順子

事業番号 032121 事業名称 広域福祉共同処理繰出事業
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B　継続

C　充実

社会福祉法の改正による包括的な相談支援体制を検討する中で、令和２年４月には増進型地域福祉課内にCSW１名を配置する「福祉なんでも相談窓口」を開設し、
令和３年１０月には金剛連絡所内にCSW１名を配置する「福祉なんでも相談窓口」を設置した。現在、小学校区単位での「福祉なんでも相談窓口（校区型）」の開設と、
生活圏域ごとに専門的な相談機能を持つ「福祉なんでも相談窓口（圏域型）」を設置し、小学校区レベル・生活圏域レベルの二層体制での相談支援体制を推進してお
り、令和６年度中には地域総合拠点MINAYORUを活用し、市内１６小学校区ごとに、校区内すべての住民を対象とした「福祉なんでも相談窓口（校区型）」の開設に
取り組み、令和７年度は「福祉なんでも相談（校区型）」が、より地域住民に定着していくよう、定期的な開催を計画している。
また、令和５年度から実施している重層的支援体制整備事業においても、関係機関との連携、制度の狭間の支援も含めた多分野にわたるアウトリーチ等について、
地域を基盤とするCSWのこれまでの実績やノウハウ、強みを活かしていく。

大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金及び重層的支援体制整備事
業交付金をすでに活用している。

B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

効
率
性

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 C

A　コスト削減を行う予定である

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 C

A　事業手法を見直す予定である 委託可能な範囲は富田林市社会福祉協議会に委託している。

B

A　見直し・廃止

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。 D

A　適切な割合が負担されている

個人だけでなく、世帯全体の抱える課題が複雑・多様化し、ヤング
ケアラーや8050問題等、個人だけでなく世帯全体への支援が必
要な状況も多く、複合的な課題や制度の狭間に対応していくこと
が必要である。

制度の主旨から、受益者負担は馴染まない。

B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 B

A　指標を達成している 成果指標１、２ともに概ね予定を達成している。

B　概ね指標を達成している

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

B

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

A

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

A　市民ニーズは高い又は増加している

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

B

A　効果的な制度設計となっている

地域における高齢者、障がい者、ひとり親家庭等、援護を要するあ
らゆる人、又はその家族・親族等に対して見守り及び相談・支援を
行い安心して暮らせる地域を目指すためには不可欠な事業であ
る。

B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 CSWの役割は第５期大阪府地域福祉計画や第４期富田林市地域
福祉計画、富田林市地域福祉活動計画の中に規定されており、地
域福祉を推進していくにあたり必要不可欠である。

C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

活動指標３ 設定なし ➡

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

【 】 実績
活動指標４ 設定なし ➡

単位 予定

【 】 実績

単位 予定

成果指標２ CSWによる住民活動コーディネート件数 ➡

活動指標２ 設定なし ➡
単位 予定

【 人 】 実績 1,036

【 】 実績

活動指標１ 相談者数 ➡
単位 予定 1,300 1,300 1,300

予定 254

【 件 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 260 件

単位

)

実績 269

257 260

【 件 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 47 件 )

実績 43

47 47

成果指標１ 福祉委員会組織化数 ➡
単位

予定 47

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

【a+B】うち人件費 3,906

（現年）

115文字

その他 2,300 3,700 2,300

一般財源 9,894 5,794 11,912

事業概要

コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）を配置し、小地域ネットワーク等と連
携を図りながら地域における地域福祉セーフティネット体制づくりを行う。ま
た、地域福祉コーディネーターを配置し、地域福祉コミュニティ活動者等の組
織化を推進する。

地方債 0 0 0

【B】職員人件費（参考値） 3,906

正職員 3,906

会計年度任用職員 0

【A+B】総事業費（参考値） 29,022

3,225

府支出金 8,197 8,718 7,679

77文字

【A】事業費 24,516 22,337 25,116

【a】うち会計年度任用
職員人件費

0 0 0

(目) 老人福祉費 (小事業) 福祉コミュニティ推進事業

事業目的
地域における高齢者、障がい者、ひとり親家庭など援護を要するあらゆる
人、又はその家族・親族等に対して見守り及び相談・支援を行い安心して暮ら
せる地域を目指す。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

予算科目

(款) 民生費

事業種別

(大事業) 民生費

(項) 社会福祉費 (中事業) 社会福祉経常事業

A
の
財

源
内
訳

国庫支出金 4,125 4,125

令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　増進型地域福祉課

施策体系
（分野別施策2） みんなで支え合う健やかで心豊かな暮らし

づくり
▶ （2） 支え合いを育む福祉コミュニティづくり ▶ （個別施策9） 地域福祉の推進

■対象事業 評価者 竹口　順子

事業番号 032123 事業名称 福祉コミュニティ推進事業
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予算科目

(款) 民生費

令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　増進型地域福祉課

■対象事業 評価者 竹口　順子

事業番号 032129 事業名称 避難行動要支援者支援対策事業

施策体系 （分野別施策4） 安全・安心で美しく快適なまちづくり ▶ （1） 安全・安心な暮らしの確保 ▶ （個別施策21） 防災対策の推進

事業目的
高齢者や障がい者など避難に支援を必要とする人々の安全確保と避難支援
を図るため、避難行動要支援者名簿を整備し、災害時等に備える。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

0 0 0

事業概要
市において「避難行動要支援者名簿」を整理し、平常時から地域での支援組
織体制づくりを促進し、共助による絆の強い地域づくりを進める。

地方債 0 0 0
64文字

その他 0

2

【 組織 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 62 組織

（現年）

)

2

実績

【 回 】 実績 0

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

活動指標３ 設定なし ➡
単位 予定

【 】 実績

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

A

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 災害対策基本法第49条の10に、「避難行動要支援者名簿」の作
成義務について規定されている。

活動指標４ 設定なし ➡
単位 予定

【 】

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

B

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

B

A　効果的な制度設計となっている 情報の外部提供について同意を得られた者の名簿情報を、災害時
に備えて提供できるよう、地域支援組織づくりを引き続き進めて
いく必要がある。

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。

B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

事業種別

(大事業) 民生費

(項) 社会福祉費 (中事業) 社会福祉経常事業

(目) 社会福祉総務費 (小事業) 避難行動要支援者支援対策事業

63文字

【A】事業費 1,794 1,734 2,169

【a】うち会計年度任用
職員人件費

0 0 0

府支出金 0 0 0

国庫支出金

0 0

一般財源 1,794 1,734 2,169

【B】職員人件費（参考値） 6,474

A
の
財

源
内
訳

正職員 5,544

会計年度任用職員 930

【A+B】総事業費（参考値） 8,643

【a+B】うち人件費 6,474

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

成果指標１ 避難行動要支援者地域支援組織数（年度末時点） ➡
単位

予定 58 60 62

実績 55

成果指標２ 設定なし ➡
単位

予定

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡ )

活動指標２ 設定なし ➡
単位 予定

【 】 実績

活動指標１ 説明会・講演会等、啓発回数（年度内） ➡
単位 予定 2

実績

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

A

A　市民ニーズは高い又は増加している 災害時等に備え、名簿を整備し、避難に支援を必要とする人々の
安全確保と避難支援を図るものであるため、市民ニーズは高い。

B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 B

A　指標を達成している 概ね指標を達成している。

B　概ね指標を達成している

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

A　見直し・廃止

B　継続

C　充実

　災害対策基本法の改正により、自ら避難することが困難な高齢者や障がい者等の避難行動要支援者の避難の実行性確保に向け、個別避難計画の作成に取り組む
ことが市町村の努力義務となっている。そのため令和6年度に、災害時の避難リスクが特に高い土砂災害警戒区域内に居住している対象者に対して、個別避難計画
の作成勧奨を行う等の取組みを進めたが、十分な作成率には至っていない。今後については、当該区域の対象者への再勧奨のほか、介護保険サービスや障がい福
祉サービスを提供する事業者等、対象者に関わる様々な団体や関係機関等に対して周知や協力依頼を行うなどしながら、計画作成の推進を図っていく。

D

A　適切な割合が負担されている 発災時に備えた防災に関する制度であり、受益者負担を求めるも
のではない。

B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

効
率
性

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 C

A　事業手法を見直す予定である 情報の外部提供に関する同意を得られていない者に係る名簿情
報を災害発生時に提供することや、発災時の対応判断を行う必要
があることから、委託には馴染まず、事業手法を見直す余地はな
い。

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 C

A　コスト削減を行う予定である 活用できる補助金及び交付金等はなく、コスト削減を行う余地は
ないが、今後は国の動向を踏まえて都度検討していく。
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令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　増進型地域福祉課

施策体系
（分野別施策2） みんなで支え合う健やかで心豊かな暮らし

づくり
▶ （2） 支え合いを育む福祉コミュニティづくり ▶ （個別施策9） 地域福祉の推進

■対象事業 評価者 竹口　順子

事業番号 032163 事業名称 福祉団体補助事業

(目) 福祉会館費 (小事業) 福祉団体補助事業

事業目的
富田林市社会福祉団体補助金交付要綱等に基づき、市内で社会福祉活動を
行う団体に対し、補助金を交付することで団体活動の充実を図る。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

予算科目

(款) 民生費

事業種別

(大事業) 民生費

(項) 社会福祉費 (中事業) 社会福祉経常事業

A
の
財

源
内
訳

国庫支出金 0 0

63文字

【A】事業費 231 263 484

【a】うち会計年度任用
職員人件費

0 0 0

0

府支出金 0 0 0

事業概要 市内で社会福祉活動を行う団体に対し、補助金を交付する。

地方債 0 0 0

【B】職員人件費（参考値） 3,276

正職員 3,276

会計年度任用職員 0

【A+B】総事業費（参考値） 3,760

27文字

その他 0 0 0

一般財源 231 263 484

【a+B】うち人件費 3,276

（現年）

成果指標１
複数団体への補助金交付事業であり、一予算事業単位による成果指標設定
はなじまない。

➡
単位

予定

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

実績

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡ )

実績

予定

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡

単位

)

活動指標１ 補助金額 ➡
単位 予定 484 484 484

成果指標２ 設定なし ➡

活動指標２ 設定なし ➡
単位 予定

【 千円 】 実績 263

【 】 実績

【 】 実績

単位 予定
活動指標３ 設定なし ➡

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

【 】 実績
活動指標４ 設定なし ➡

単位 予定

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 地域福祉の推進に寄与する事業等への補助金交付であり、各事業
等の継続実施に必要である。

C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

地域福祉の推進に寄与する事業等への補助金交付であり、各事業
等の継続実施に必要である。

B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

C

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

A

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

A　市民ニーズは高い又は増加している

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

A

A　効果的な制度設計となっている

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 D

A　指標を達成している 指標を設定していない

B　概ね指標を達成している

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。 A

A　適切な割合が負担されている

団体は定例的な事業を行っており、現在の事業の仕組みに問題は
ないと考えられる。

富田林市補助金等の基本指針の分類に基づき各補助率を設定し
ており、適正である。

B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

B　継続

C　充実

事業費の内訳を精査し、適正な補助を行っていく必要がある。

団体は定例的な事業を行っており、その事業規模は今後も同水準
内と見込まれる。

B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

効
率
性

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 C

A　コスト削減を行う予定である

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 B

A　事業手法を見直す予定である 事業手法（団体に対する補助金）は現状のままと見込まれる。

B

A　見直し・廃止
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令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　増進型地域福祉課

施策体系
（分野別施策2） みんなで支え合う健やかで心豊かな暮らし

づくり
▶ （2） 支え合いを育む福祉コミュニティづくり ▶ （個別施策9） 地域福祉の推進

■対象事業 評価者 竹口　順子

事業番号 032171 事業名称 地域福祉管理事務

(目) 社会福祉総務費 (小事業) 地域福祉管理事務

事業目的
福祉事務所と課の庶務や各統計調査、戦没者弔慰金支給事務や追悼式、地
域福祉計画に基づく校区交流会議等の事務を行い、社会福祉の増進と地域
福祉の推進を図る。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

予算科目

(款) 民生費

事業種別

(大事業) 民生費

(項) 社会福祉費 (中事業) 社会福祉経常事業

A
の
財

源
内
訳

国庫支出金 329 433

75文字

【A】事業費 12,785 2,700 3,405

【a】うち会計年度任用
職員人件費

0 0 0

440

府支出金 459 536 501

事業概要

戦没者弔慰金支給事務・追悼式の開催、市民後見人の養成とその活動の支
援を行う。
また、第４期地域福祉計画の進捗管理のため、地域福祉推進委員会を開催す
るとともに、計画推進のため各小学校区で校区交流会議を開催し、市社会福
祉協議会及び校区担当職員と連携しながら地域課題の共有や地域の理想の
実現に向けて支援する。

地方債 0 0 0

【B】職員人件費（参考値） 13,740

正職員 12,810

会計年度任用職員 930

【A+B】総事業費（参考値） 17,145

151文字

その他 0 0 77

一般財源 11,997 1,731 2,387

【a+B】うち人件費 13,740

（現年）

成果指標１ 市民後見人バンク登録者数 ➡
単位

予定 15

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

実績 19

16 17

【 人 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 17 人 )

実績 344

344 360予定 328

【 人 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 360 人

単位

)

活動指標１ 市民後見人養成講座受講者数 ➡
単位 予定 3 3 3

成果指標２ 校区交流会議参加者数 ➡

活動指標２ 校区交流会議開催数（コア会議含む） ➡
単位 予定 70 70 70

【 人 】 実績 3

【 回 】 実績

【 人 】 実績 90

単位 予定 150

88

150 150
活動指標３ 戦没者追悼式参列者数 ➡

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

【 】 実績
活動指標４ 設定なし ➡

単位 予定

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 市民後見人等の育成・活躍支援の推進については、国の第二期成
年後見制度利用促進基本計画にも掲げられており、行政が実施主
体となることが適当である。戦没者弔慰金の請求等については、
戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法施行令第二条にて市
町村長を経由して行う旨が規定されている。C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

超高齢化社会を迎え、専門職後見人等の担い手不足が懸念される
中、市民後見人のニーズは高まっている。

B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

B

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

A

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

A　市民ニーズは高い又は増加している

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

B

A　効果的な制度設計となっている

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 A

A　指標を達成している 市民後見人バンク登録者については、広報活動の強化等による成
果もあり指標を達成している。

B　概ね指標を達成している

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。 D

A　適切な割合が負担されている

校区交流会議について、予定を上回る参加者数・開催数を確保で
きているが、増進型地域福祉の推進に向け、参加者増加を目指し
周知方法・開催方法等を検討していく必要がある。

殆どの経費が直接的な市民サービスの提供に係るものではない
ため受益者負担の検討の余地はなく、また市民後見人ついても大
阪府では受益者（被後見人）負担を求めないことを前提としてお
り、受益者負担を求めるものではない。

B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

B　継続

C　充実

・多様な権利擁護ニーズに対応するため、令和６年度から富田林市社会福祉協議会では、法人後見の実施も含めた「権利擁護センター」が開設され、市関係課や関係
機関による中核機関の機能をより強化し、成年後見制度の利用促進などの権利擁護支援の体制の充実を図っている。
また、市民後見人推進事業について、超高齢化社会を迎え、専門職後見人等の担い手不足が懸念されると同時に、市民後見人の特性を生かした支援ニーズも求め
られている。そのため、引き続き、制度周知に向けた広報活動強化をはじめ、市民後見人の養成・育成等に取り組む必要がある。
・増進型地域福祉の考え方や校区交流会議について、これまでの市民への周知により一定の認知度を獲得できているが、今後さらなる広報・周知に努め認知度を向
上させていく。

市民後見推進事業については、権利擁護人材育成事業（市民後見
人の養成等）補助金により、大阪府社会福祉協議会への委託料
3/4を賄っている。さらに、令和5年度からは生活困窮者就労準
備支援事業費等補助金により、富田林市社会福祉協議会への委託
料等の1/2を賄っている。

B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

効
率
性

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 C

A　コスト削減を行う予定である

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 C

A　事業手法を見直す予定である 市民後見人推進事業については、一部を大阪府社会福祉協議会と
富田林市社会福祉協議会に委託している。
課内庶務に関する事務が主であり、委託になじまない。

B

A　見直し・廃止
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令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　増進型地域福祉課

施策体系
（分野別施策2） みんなで支え合う健やかで心豊かな暮らし

づくり
▶ （2） 支え合いを育む福祉コミュニティづくり ▶ （個別施策9） 地域福祉の推進

■対象事業 評価者 竹口　順子

事業番号 032172 事業名称 民生委員等事務

(目) 社会福祉総務費 (小事業) 民生委員等事務

事業目的
民生委員・児童委員の配置及び、福祉団体の活動支援を行うことで、地域福
祉の推進を図る。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

予算科目

(款) 民生費

事業種別

(大事業) 民生費

(項) 社会福祉費 (中事業) 社会福祉経常事業

A
の
財

源
内
訳

国庫支出金 0 0

42文字

【A】事業費 2,397 2,703 4,054

【a】うち会計年度任用
職員人件費

0 0 0

71

府支出金 403 403 402

事業概要

民生委員・児童委員の適正な配置を行う。また、富田林市民生委員児童委員
協議会・富田林地区保護司会に対して、団体活動の充実を図る為の支援を
行っている。

地方債 0 0 0

【B】職員人件費（参考値） 18,964

正職員 17,724

会計年度任用職員 1,240

【A+B】総事業費（参考値） 23,018

74文字

その他 0 0 0

一般財源 1,994 2,300 3,581

【a+B】うち人件費 18,964

（現年）

成果指標１
民生委員活動件数報告書における活動日数の年度合計（大阪府への報告時
数値）

➡
単位

予定 12,380

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

実績 9,599

12,380 12,380

【 件 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 12,380 件 )

実績

予定

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡

単位

)

活動指標１ 団体への補助金交付額 ➡
単位 予定 ー ー ー

成果指標２ 設定なし ➡

活動指標２ 設定なし ➡
単位 予定

【 千円 】 実績 2,629

【 】 実績

【 】 実績

単位 予定
活動指標３ 設定なし ➡

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

【 】 実績
活動指標４ 設定なし ➡

単位 予定

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 民生委員・児童委員の推薦については、民生委員法第5条に規定
されている。

C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

民生委員・児童委員や保護司は、地域福祉の推進を図る上で必要
性が高い個人及び団体であり、その支援を行うことは市民ニーズ
が高い。B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

A

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

A

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

A　市民ニーズは高い又は増加している

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

B

A　効果的な制度設計となっている

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 C

A　指標を達成している 就労していたり、介護など家庭の事情により活動しにくい民生委
員・児童委員が増えているため。

B　概ね指標を達成している

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。 D

A　適切な割合が負担されている

担い手不足が深刻となっており、委員への負担軽減につながる取
り組み等が必要不可欠である。

民生委員・児童委員、保護司の活動支援を通して、地域住民の福
祉の向上を図る事業であり、受益者負担を求めるものではない。

B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

B　継続

C　充実

　民生委員・児童委員や保護司は、地域福祉の推進を図る上で必要性が高い個人及び団体である。しかし、その役割の大きさが増す中で担い手不足が課題となって
おり、今後もより一層深刻な状態になっていくと見込まれる。そのため、現任委員に今後も継続してもらう為の支援が必要であることに加え、民生委員・児童委員の
役割における負担を軽減する取組みを検討する。また民生委員・児童委員についてのチラシを作成する等して、候補者を推薦いただく町会・自治会の協力を得られ
るよう理解の促進に努める。さらには、委員委嘱における年齢要件の改正等について、大阪府に対し要望を続ける。

一部は委託可能と考えられるが、委託によってコスト削減が可能
かは定かではなく、委託先への指導等の労力を踏まえると、現状
実現は難しい。B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

効
率
性

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 C

A　コスト削減を行う予定である

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 B

A　事業手法を見直す予定である 市の業務と団体事務局としての業務があり、団体事務局としての
業務に関しては、社会福祉協議会へ委託する等の余地がある。

B

A　見直し・廃止
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令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　増進型地域福祉課

施策体系
（分野別施策2） みんなで支え合う健やかで心豊かな暮らし

づくり
▶ （2） 支え合いを育む福祉コミュニティづくり ▶ （個別施策12） 生活の自立に向けた支援

■対象事業 評価者 竹口　順子

事業番号 032176 事業名称 生活つなぎ資金運用事業

(目) 社会福祉総務費 (小事業) 生活つなぎ資金運用事業

事業目的
一時的に日常の生計を維持することが困難になった場合に、生計資金として
貸し付け、今後の自立更生を図る。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

予算科目

(款) 民生費

事業種別

(大事業) 民生費

(項) 社会福祉費 (中事業) 社会福祉経常事業

A
の
財

源
内
訳

国庫支出金 0 0

50文字

【A】事業費 1,764 2,404 4,241

【a】うち会計年度任用
職員人件費

0 0 0

0

府支出金 0 0 0

事業概要

富田林市生活つなぎ資金貸付基金条例及び同施行規則に基づき、低所得者
世帯が災害、傷病または失業等で一時的な収入の減収、または支出の増加に
より日常の生計を維持することが困難になった場合に、貸付金額20万円以
内・無利子・貸付期間22ヶ月（内2ヶ月は据置）・連帯保証人１名の条件によ
り貸し付けを行う。

地方債 0 0 0

【B】職員人件費（参考値） 4,872

正職員 4,872

会計年度任用職員 0

【A+B】総事業費（参考値） 9,113

146文字

その他 1,694 2,271 4,013

一般財源 70 133 228

【a+B】うち人件費 4,872

（現年）

成果指標１ 貸付件数 ➡
単位

予定 50

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

実績 3

50 50

【 件 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 50 件 )

実績 19

20 20予定 20

【 ％ 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 20 ％

単位

)

活動指標１ 相談者数 ➡
単位 予定 30 30 30

成果指標２ 徴収率 ➡

活動指標２ 支払督促件数 ➡
単位 予定 10 10 10

【 人 】 実績 15

【 件 】 実績

【 】 実績

単位 予定

10

活動指標３ ➡

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

【 】 実績
活動指標４ ➡

単位 予定

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 市の独自事業であり、生活困窮者支援を目的とする貸付事業とし
て、市が実施主体となることが適当である。
なお、生活困窮者自立支援法に基づく事業との連携を図り、平成
31年度より貸付相談受付業務に関して、富田林市社会福祉協議
会へ委託を行っている。C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

新規貸付については、生活困窮者自立支援法に基づく事業や社会
福祉協議会の貸付事業等の活用が進み、ニーズは減少している。

B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

B

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

B

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

A　市民ニーズは高い又は増加している

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

A

A　効果的な制度設計となっている

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 C

A　指標を達成している 生活困窮者自立支援法に基づく事業や社会福祉協議会の貸付事
業等の活用が進み、貸付件数はについては減少している。また、徴
収率についても指標を達成していない為、引き続き適切な債権管
理を行う必要がある。

B　概ね指標を達成している

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。 D

A　適切な割合が負担されている

特別な事情で一時的に支出、収入の減少があり、生活に困窮され
た方へ必要資金の貸付を行う制度であり、生活困窮者支援として
効果的な制度設計となっている。

制度の主旨からして馴染まない。

B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

B　継続

C　充実

市独自の低所得者支援策としては、意義のあるものではあるが、生活困窮者自立支援法に基づく事業や社会福祉協議会の貸付事業等の活用が進み、貸付件数につ
いては年々減少している状況である。特にコロナ禍から長期化している物価高騰が続く中、様々な事情により生活困窮者が増えているため、本事業の必要性はある
と考えているが、生活困窮者自立支援法に基づく事業との適切な連携を図りつつ、今後、事業の運用や基金の活用方法等について、適宜検討していく必要がある。
また、滞納債権に関しては、長期滞納など通常の催告等では返済が進まない債権を中心に、支払督促や情報取得手続きなど法的手続きを積極的に実施し、適切な
債権管理を行っていく。

災害・疾病、その他特別な事情により生活が著しく困難になった方
への貸付制度であり、コスト削減を行うことは適切ではない。

B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

効
率
性

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 C

A　コスト削減を行う予定である

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 B

A　事業手法を見直す予定である 他制度の活用が進み貸付件数が減少する中、今後、事業の運用や
基金の活用方法等について、適宜検討していく必要があると考え
る。

B

A　見直し・廃止
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A　見直し・廃止

B　継続

C　充実

 市内１６小学校区ごとに校区交流会議が開催され、地域住民と専門職、行政等が地域の理想の姿を共有し、実現に向けて協働し、地域の主体性を育みながら取り組
む「増進型地域福祉」の推進は、本市の重要施策であり、制度や分野、部局にとらわれない全庁的な取り組みとして、これからの地域福祉の生命線となることから、
令和5年度から補助事業の拡充を行った。
　社会福祉協議会は、社会福祉を目的とする事業の企画及び実施、住民活動の援助など、地域福祉を推進する中核的な役割を担っている。また、社会情勢の変化に
より、少子高齢化や住民同士のつながりの希薄化など、地域住民が抱える生活課題は複雑・複合化しており、これまで以上に、市と社会福祉協議会の相互に連携し
ながら、増進型地域福祉を推進していく。

D

A　適切な割合が負担されている 制度の趣旨から、受益者負担を求めるものではない。

B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

効
率
性

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 C

A　事業手法を見直す予定である 市の社会福祉協議会が実施する事業への補助事業であり、事業手
法そのものを見直す余地はない。

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 B

A　コスト削減を行う予定である 補助事業費は適宜精査しているが、対象事業者の社会福祉協議会
は自主財源の限られる非営利団体であるため、コスト削減の要否
に関しても適切に判断する必要がある。

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 C

A　指標を達成している 地区福祉委員会、ボランティア活動ともに活発化しているが、成果
指標１、２ともに達成するには至っていない。

B　概ね指標を達成している

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

A

A　市民ニーズは高い又は増加している 社会福祉法第１０９条に基づき、地域福祉の推進を図ることを目的
とする団体への補助事業であり、複雑化・多様化する福祉課題の
解決への取り組みとして、市民ニーズは高い。B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

実績

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

活動指標２ 設定なし ➡
単位 予定

【 】 実績

活動指標１ 設定なし ➡
単位 予定

【 人 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 450 人 )

成果指標２ ボランティア活動参加者数 ➡
単位

予定 430 440 450

実績 1,022成果指標１ 地区福祉委員会委員数 ➡
単位

予定 1,500 1,550 1,600

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

【A+B】総事業費（参考値） 47,858

【a+B】うち人件費 2,436

正職員 2,436

会計年度任用職員 0

0 0

一般財源 22,088 21,581 22,144

【B】職員人件費（参考値） 2,436

A
の
財
源
内
訳

府支出金 21,580 21,580 21,580

国庫支出金

69文字

【A】事業費 45,422 45,422 45,422

【a】うち会計年度任用
職員人件費

0 0 0

事業種別

(大事業) 民生費

(項) 社会福祉費 (中事業) 社会福祉経常事業

(目) 福祉会館費 (小事業) 社会福祉協議会補助事業

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

B

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

A

A　効果的な制度設計となっている 地域福祉の推進を図ることを目的とする団体が実施する事業への
補助であり、主旨に対し効果的な制度設計となっている。

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。

B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

】 実績

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

C

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 市の地域福祉計画と社協の地域福祉活動計画を一体的に
策定するなど、相互に連携しながら地域福祉の推進、発展
を目標としており、当協議会への補助事業は必要である。

活動指標４ 設定なし ➡
単位 予定

【 】

【 】 実績

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

活動指標３ 設定なし ➡
単位 予定

【

【 人 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 1,600 人

（現年）

)

実績 190

事業目的
富田林市社会福祉協議会の各事業に補助金を交付することで、関係機関・団
体と連携しながら地域住民の生活課題の解決を図り、地域福祉の推進を図
る。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

1,754 2,261 1,698

事業概要
職員人件費のほか、住民相互の支えあい活動である小地域ネットワーク活
動、福祉・教育・環境等のボランティア活動、日常生活自立支援事業、増進型
地域福祉推進事業にかかる補助。

地方債 0 0 0
83文字

その他 0

予算科目

(款) 民生費

令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　増進型地域福祉課

■対象事業 評価者 竹口　順子

事業番号 032183 事業名称 社会福祉協議会補助事業

施策体系
（分野別施策2） みんなで支え合う健やかで心豊かな暮らし

づくり
▶ （2） 支え合いを育む福祉コミュニティづくり ▶ （個別施策9） 地域福祉の推進
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B　継続

C　充実

火災の場合は、危機管理室より情報提供があるが、交通事故による死亡の場合は、個人情報保護により情報を得ることができないため、遺族より申し出いただく必
要がある。そのため、引き続きウェブサイトや「おくやみ手続きご案内」にも掲載し、周知を図っている。

事業手法については上記のとおりであり、被災者及び遺族へ支給
する見舞金等以外に費用は発生しないことから、コスト削減を行
う余地はない。B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

効
率
性

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 C

A　コスト削減を行う予定である

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 C

A　事業手法を見直す予定である 予期せぬ災害等による被災者へ支給する事業であること、過去の
実績からも年間数件程度であり、現在の事業手法を見直す余地は
ない。

B

A　見直し・廃止

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。 D

A　適切な割合が負担されている

被災者等に速やかに見舞金等を支給することで当面の生活資金
支援を行い、安心に繋げる事業であり、被災者の支援として効果
的な制度設計となっている。

制度の主旨からして受益者負担を求めるものではない。

B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 D

A　指標を達成している 制度の主旨から指標（予定）は設定していない。

B　概ね指標を達成している

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

B

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

A

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

A　市民ニーズは高い又は増加している

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

A

A　効果的な制度設計となっている

予期せぬ災害により財産等を失った被災者等にとって、当面の生
活資金となりうる見舞金等は安心にも繋がるものであり、市民
ニーズは高いと考える。B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 火災、風水害、交通事故などにより、財産等を失った被災者に対す
る支援事業として、行政が実施主体となることが適当である。

C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

活動指標３ 設定なし ➡

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

【 】 実績
活動指標４ 設定なし ➡

単位 予定

【 】 実績

単位 予定

成果指標２ 設定なし ➡

活動指標２ 設定なし ➡
単位 予定

【 件 】 実績 11

【 】 実績

活動指標１ 災害見舞金の支給件数（予定はなし） ➡
単位 予定 - - -

予定

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡

単位

)

実績

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡ )

実績成果指標１ 災害発生に応じる事業であり、成果指標の設定になじまない。 ➡
単位

予定

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

【a+B】うち人件費 2,856

（現年）

42文字

その他 0 0 0

一般財源 1,450 790 360

事業概要
火災による全焼・半焼や浸水による水損等に対しての災害見舞金及び死亡
弔慰金を支給する。

地方債 0 0 0

【B】職員人件費（参考値） 2,856

正職員 2,856

会計年度任用職員 0

【A+B】総事業費（参考値） 3,216

0

府支出金 0 0 0

57文字

【A】事業費 1,450 790 360

【a】うち会計年度任用
職員人件費

0 0 0

(目) 災害救助費 (小事業) 災害見舞金支給事務

事業目的
災害等による被災者またはその遺族に対して、見舞金を支給し、当面の生活
資金支援を行うことで、被災者等の安心に繋げる。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

予算科目

(款) 民生費

事業種別

(大事業) 総務費

(項) 災害救助費 (中事業) 総務管理運営事業

A
の
財
源
内
訳

国庫支出金 0 0

令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　増進型地域福祉課

施策体系
（分野別施策2） みんなで支え合う健やかで心豊かな暮らし

づくり
▶ （2） 支え合いを育む福祉コミュニティづくり ▶ （個別施策12） 生活の自立に向けた支援

■対象事業 評価者 竹口　順子

事業番号 032602 事業名称 災害見舞金支給事務
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B　継続

C　充実

　本施設は、指定管理者制度により運営しており、その運営状況については直近（令和4年）の指定管理者選定委員会の評価においても、特に問題のない管理運営が
なされていると評価されている。現状、コスト面、サービス面において直営に比べてメリットが大きいと考えており、引き続き指定管理者制度による運用が適当と考
えている。

指定管理者制度により運営しており、現状では適切である。

B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

効
率
性

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 C

A　コスト削減を行う予定である

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 C

A　事業手法を見直す予定である 指定管理者制度により運営しており、現状では適切である。

B

A　見直し・廃止

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。 A

A　適切な割合が負担されている

本施設は、指定管理者制度により運営しており、富田林市社会福
祉協議会を指定管理者として指定している。

現在は、浴場利用料のみ徴収しており、現状の負担は適切である
と考えている。

B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 C

A　指標を達成している 年間施設利用者数については指標を達成していない。

B　概ね指標を達成している

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

A

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

A

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

A　市民ニーズは高い又は増加している

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

A

A　効果的な制度設計となっている

施設は囲碁・将棋、カラオケ、浴場など高齢者の娯楽の場としても
親しまれている。令和６年度の実績においても約9万人の施設利
用者数がある。B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 本施設は、指定管理者制度により運営しており、富田林市社会福
祉協議会を指定管理者として指定している。

C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

活動指標３ 設定なし ➡

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

【 】 実績
活動指標４ 設定なし ➡

単位 予定

【 】 実績

単位 予定

成果指標２ 設定なし ➡

活動指標２ 設定なし ➡
単位 予定

【 人 】 実績 2,952

【 】 実績

活動指標１ 教室・講座参加人数 ➡
単位 予定 2,500 2,500 2,500

予定

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡

単位

)

実績

【 人 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 94,900 人 )

実績 90,325

94,900 94,900

成果指標１ 年間施設利用者数 ➡
単位

予定 94,900

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

【a+B】うち人件費 3,192

（現年）

56文字

その他 56 57 99

一般財源 53,349 59,467 57,462

事業概要

富田林市社会福祉協議会が指定管理者として管理運営している。祝日・年末
年始を除き、開館。
昭和55年度事業開始。

地方債 0 0 0

【B】職員人件費（参考値） 3,192

正職員 3,192

会計年度任用職員 0

【A+B】総事業費（参考値） 60,753

0

府支出金 0 0 0

96文字

【A】事業費 53,405 59,524 57,561

【a】うち会計年度任用
職員人件費

0 0 0

(目) 福祉会館費 (小事業) 福祉会館管理運営事業

事業目的
高齢者、障がい者、母子家庭又は父子家庭、寡婦の人たちの学習交流・憩い
の場として健康の増進・教養の向上・レクリエーション・各種クラブ活動など
のための会議室や入浴施設を備え、市民福祉の向上を図る。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

予算科目

(款) 民生費

事業種別

(大事業) 民生費

(項) 社会福祉費 (中事業) 福祉施設管理事業

A
の
財
源
内
訳

国庫支出金 0 0

令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　増進型地域福祉課

施策体系
（分野別施策2） みんなで支え合う健やかで心豊かな暮らし

づくり
▶ （2） 支え合いを育む福祉コミュニティづくり ▶ （個別施策9） 地域福祉の推進

■対象事業 評価者 竹口　順子

事業番号 033120 事業名称 福祉会館管理運営事業
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B　継続

C　充実

　本施設は、指定管理者制度により運営しており、その運営状況については直近（令和4年）の指定管理者選定委員会の評価においても、特に問題のない管理運営が
なされていると評価されている。現状、コスト面、サービス面において直営に比べてメリットが大きいと考えており、引き続き指定管理者制度による運用が適当と考
えている。

指定管理者制度により運営しており、現状では適切である。

B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

効
率
性

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 C

A　コスト削減を行う予定である

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 C

A　事業手法を見直す予定である 指定管理者制度により運営しており、現状では適切である。

B

A　見直し・廃止

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。 A

A　適切な割合が負担されている

本施設は、指定管理者制度により運営しており、ケアセンター管理
運営共同事業体を指定管理者として指定している。

受益者負担として、貸館、ウェルネス、老健施設利用料がある。近
隣施設と比較しても妥当であると考えている。

B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 A

A　指標を達成している 年間施設利用者数については指標を達成している。ウェルネス利
用者数については、コロナ禍を考慮して設定した新たな目標設定
数67,500人に対して、実績69,485人となっているため、ウェ
ルネス利用者数についても、指標を達成していると判断した。

B　概ね指標を達成している

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

A

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

A

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

A　市民ニーズは高い又は増加している

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

A

A　効果的な制度設計となっている

介護老人保健施設が有する７３床のベッドについては、ほぼ９割前
後の利用率で推移している状況であり必需性が高いものと考えて
いる。また、温水プールを含むウェルネス施設についても、令和６
年度は約6.9万人の利用があり、一定必需性があるといえる。

B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 本施設は、指定管理者制度により運営しており、ケアセンター管理
運営共同事業体を指定管理者として指定している。

C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

活動指標３ 設定なし ➡

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

【 】 実績
活動指標４ 設定なし ➡

単位 予定

【 】 実績

単位 予定

成果指標２ ウェルネス利用者数 ➡

活動指標２ 設定なし ➡
単位 予定

【 人 】 実績 28,991

【 】 実績

活動指標１ 介護老人保健施設利用者数 ➡
単位 予定 34,777 34,777 34,777

予定 78,000

【 人 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 78,000 人

単位

)

実績 69,485

78,000 78,000

【 人 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 117,010 人 )

実績 143,034

117,010 117,010

成果指標１ 年間施設利用者数 ➡
単位

予定 117,010

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

【a+B】うち人件費 4,368

（現年）

33文字

その他 1,708 966 1,696

一般財源 130,398 118,923 115,789

事業概要 ケアセンター管理運営共同事業体が指定管理者として管理運営している。

地方債 0 0 0

【B】職員人件費（参考値） 4,368

正職員 4,368

会計年度任用職員 0

【A+B】総事業費（参考値） 121,853

0

府支出金 0 0 0

54文字

【A】事業費 132,106 119,889 117,485

【a】うち会計年度任用
職員人件費

0 0 0

(目) ケアセンター費 (小事業) ケアセンター管理運営事業

事業目的
ケアセンターとして高齢者福祉の推進のため、介護老人保健施設と在宅介護
支援施設・健康づくり・世代間交流を図る。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

予算科目

(款) 民生費

事業種別

(大事業) 民生費

(項) 社会福祉費 (中事業) 福祉施設管理事業

A
の
財
源
内
訳

国庫支出金 0 0

令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　増進型地域福祉課

施策体系
（分野別施策2） みんなで支え合う健やかで心豊かな暮らし

づくり
▶ （2） 支え合いを育む福祉コミュニティづくり ▶ （個別施策9） 地域福祉の推進

■対象事業 評価者 竹口　順子

事業番号 033121 事業名称 ケアセンター管理運営事業
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B　継続

C　充実

本施設は、指定管理者制度により運営しており、その運営状況については直近（令和4年）の指定管理者選定委員会の評価においても、特に問題のない管理運営が
なされていると評価されている。現状、コスト面、サービス面において直営に比べてメリットが大きいと考えており、引き続き指定管理者制度による運用が適当と考
えている。

指定管理者制度により運営しており、現状では適切である。

B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

効
率
性

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 C

A　コスト削減を行う予定である

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 C

A　事業手法を見直す予定である 指定管理者制度により運営しており、現状では適切である。

B

A　見直し・廃止

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。 A

A　適切な割合が負担されている

本施設は、指定管理者制度により運営しており、富田林市社会福
祉協議会を指定管理者として指定している。

浴場利用料、貸館・設備利用料を徴収しており、現状の負担は適切
であると考えている。

B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 A

A　指標を達成している 令和６年度の施設利用者数については、コロナ禍を考慮して設定
した新たな目標設定数5７,600人に対して、実績58,508人と
なっているため、年間施設利用者数については指標を達成してい
ると判断した。

B　概ね指標を達成している

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

A

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

A

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

A　市民ニーズは高い又は増加している

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

A

A　効果的な制度設計となっている

施設は世代間交流施設として位置づけられている。浴場について
は、利用者を限定せず誰でも利用することができる。令和６年度の
施設利用者数は、約5万8千人である。B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 本施設は、指定管理者制度により運営しており、富田林市社会福
祉協議会を指定管理者として指定している。

C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

活動指標３ 設定なし ➡

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

【 】 実績
活動指標４ 設定なし ➡

単位 予定

【 】 実績

単位 予定

成果指標２ 設定なし ➡

活動指標２ 設定なし ➡
単位 予定

【 回 】 実績 22

【 】 実績

活動指標１ イベント実施数 ➡
単位 予定 12 12 12

予定

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡

単位

)

実績

【 人 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 64,400 人 )

実績 58,508

64,400 64,400

成果指標１ 年間施設利用者数 ➡
単位

予定 64,400

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

【a+B】うち人件費 4,368

（現年）

84文字

その他 81 82 121

一般財源 44,151 49,506 48,795

事業概要

講座室等の貸館を行っているほか、入浴施設も備えている(月曜日を除く)。
富田林市社会福祉協議会が指定管理者として管理運営している。祝日・年末
年始を除き、開館している。

地方債 0 0 0

【B】職員人件費（参考値） 4,368

正職員 4,368

会計年度任用職員 0

【A+B】総事業費（参考値） 53,284

0

府支出金 0 0 0

46文字

【A】事業費 44,232 49,588 48,916

【a】うち会計年度任用
職員人件費

0 0 0

(目) コミュニティセンター管理運営事業費 (小事業) コミュニティセンター管理運営事業

事業目的
コミュニティセンターとして生涯学習・地域福祉・イベントなどを通じて異なる
世代間で交流を図る。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

予算科目

(款) 民生費

事業種別

(大事業) 民生費

(項) 社会福祉費 (中事業) 福祉施設管理事業

A
の
財
源
内
訳

国庫支出金 0 0

令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　増進型地域福祉課

施策体系
（分野別施策2） みんなで支え合う健やかで心豊かな暮らし

づくり
▶ （2） 支え合いを育む福祉コミュニティづくり ▶ （個別施策9） 地域福祉の推進

■対象事業 評価者 竹口　順子

事業番号 033122 事業名称 コミュニティセンター管理運営事業
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予算科目

(款) 民生費

令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　増進型地域福祉課

■対象事業 評価者 竹口　順子

事業番号 034111 事業名称 総合福祉会館施設改修事業

施策体系
（分野別施策2） みんなで支え合う健やかで心豊かな暮らし

づくり
▶ （2） 支え合いを育む福祉コミュニティづくり ▶ （個別施策9） 地域福祉の推進

事業目的 老朽化した施設の改修を行い、円滑な施設運営を図る。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

0 0 0

事業概要
施設は昭和５５年度に事業を開始しており、老朽化した施設設備等の改修を
計画的に行う。

地方債 0 0 3,100
41文字

その他 0

0

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 0

（現年）

)

0

実績

【 件 】 実績 1

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

活動指標３ 設定なし ➡
単位 予定 0 0 0

【 】 実績

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

B

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 公共施設の改修事業であるため。

活動指標４ 設定なし ➡
単位 予定 0 0 0

【 】

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

B

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

A

A　効果的な制度設計となっている 施設の運営継続と長寿命化のために必要である。

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。

B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

事業種別

(大事業) 民生費

(項) 社会福祉費 (中事業) 社会福祉費

(目) 福祉会館費 (小事業) 総合福祉会館施設改修事業

25文字

【A】事業費 1,595 0 3,542

【a】うち会計年度任用
職員人件費

0 0 0

府支出金 0 0 0

国庫支出金

0 0

一般財源 1,595 0 442

【B】職員人件費（参考値） 1,680

A
の
財

源
内
訳

正職員 1,680

会計年度任用職員 0

【A+B】総事業費（参考値） 5,222

【a+B】うち人件費 1,680

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

成果指標１
施設の改修事業であり、毎年の成果が測れるものではないため、成果指標の
設定になじまない。

➡
単位

予定 0 0 0

実績

成果指標２ 設定なし ➡
単位

予定 0 0 0

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 0 )

活動指標２ 設定なし ➡
単位 予定 0 0 0

【 】 実績

活動指標１ 施設改修等の件数 ➡
単位 予定 0

実績

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

C

A　市民ニーズは高い又は増加している 公共施設の改修事業であるため、該当しない。

B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 D

A　指標を達成している 公共施設の改修事業であるため、該当しない。

B　概ね指標を達成している

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

A　見直し・廃止

B　継続

C　充実

施設については築40年を経過することから、施設の長寿命化に向けて、継続して取り組まなければならない。

D

A　適切な割合が負担されている 公共施設の改修事業であるため、該当しない。

B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

効
率
性

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 C

A　事業手法を見直す予定である 公共施設の改修事業であるため、該当しない。

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 B

A　コスト削減を行う予定である 改修内容によっては、補助金等を得られる可能性がある。
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令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　増進型地域福祉課

施策体系
（分野別施策2） みんなで支え合う健やかで心豊かな暮らし

づくり
▶ （2） 支え合いを育む福祉コミュニティづくり ▶ （個別施策9） 地域福祉の推進

■対象事業 評価者 竹口　順子

事業番号 034113 事業名称 ケアセンター施設改修事業

(目) ケアセンター費 (小事業) ケアセンター施設改修事業

事業目的 老朽化した施設の改修を行い、円滑な施設運営を図る。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

予算科目

(款) 民生費

事業種別

(大事業) 民生費

(項) 社会福祉費 (中事業) 社会福祉施設整備事業

A
の
財

源
内
訳

国庫支出金 0 0

25文字

【A】事業費 367,638 59,927 22,759

【a】うち会計年度任用
職員人件費

0 0 0

0

府支出金 0 0 0

事業概要
施設は平成8年度に事業を開始しており、老朽化した施設設備等の改修を計
画的に行う。

地方債 307,100 0 0

【B】職員人件費（参考値） 2,268

正職員 2,268

会計年度任用職員 0

【A+B】総事業費（参考値） 25,027

40文字

その他 60,538 52,851 4,169

一般財源 0 7,076 18,590

【a+B】うち人件費 2,268

（現年）

成果指標１
施設の改修事業であり、毎年の成果が測れるものではないため、成果指標の
設定になじまない。

➡
単位

予定

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

実績

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡ )

実績

予定

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡

単位

)

活動指標１ 施設改修等の件数 ➡
単位 予定 ‐ ‐ ‐

成果指標２ 設定なし ➡

活動指標２ 設定なし ➡
単位 予定

【 件 】 実績 2

【 】 実績

【 】 実績

単位 予定
活動指標３ 設定なし ➡

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

【 】 実績
活動指標４ 設定なし ➡

単位 予定

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 公共施設の改修事業であるため。

C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

公共施設の改修事業であるため、該当しない。

B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

B

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

C

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

A　市民ニーズは高い又は増加している

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

A

A　効果的な制度設計となっている

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 D

A　指標を達成している 公共施設の改修事業であるため、該当しない。

B　概ね指標を達成している

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。 D

A　適切な割合が負担されている

施設の運営継続と長寿命化のために必要である。

公共施設の改修事業であるため、該当しない。

B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

B　継続

C　充実

施設については築２５年を経過し、改修必要か所が増加しており課題である。施設の長寿命化に向けて、継続して取り組まなければならない。

改修内容によっては、補助金等を得られる可能性がある。

B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

効
率
性

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 B

A　コスト削減を行う予定である

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 C

A　事業手法を見直す予定である 公共施設の改修事業であるため、該当しない。

B

A　見直し・廃止
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予算科目

(款) 総務費

令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　増進型地域福祉課

■対象事業 評価者 竹口　順子

事業番号 912101 事業名称 共同処理一般管理事業

施策体系
（経営的施策） 将来を見据えた持続可能な行財政運営の推

進
▶ ------------ ▶ （経営的施策1） 効率的・効果的な行財政運営

事業目的
河内長野市、大阪狭山市、太子町、河南町、千早赤阪村との広域連携により、
効率的な事務処理を行う。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

0 0 0

事業概要 南河内広域事務室の広域まちづくり課及び広域福祉課の一般管理事務。

地方債 0 0 0
32文字

その他 7,690

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡

（現年）

)

実績

【 】 実績

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

活動指標３ 設定なし ➡
単位 予定

【 】 実績

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

B

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 南河内広域事務室の広域まちづくり課及び広域福祉課の共同処
理に要する一般管理事務のため。

活動指標４ 設定なし ➡
単位 予定

【 】

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

B

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

A

A　効果的な制度設計となっている 広域まちづくり課・広域福祉課が所管する業務を１団体で実施す
ることを考えれば、共同処理は効率的であると考える。

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。

B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

事業種別

(大事業) 総務費

(項) 総務管理費 (中事業) 総務管理費

(目) 一般管理費 (小事業) 共同処理一般管理事業

47文字

【A】事業費 7,690 5,681 5,667

【a】うち会計年度任用
職員人件費

2,428 0 0

府支出金 0 0 0

国庫支出金

5,681 5,667

一般財源 0 0 0

【B】職員人件費（参考値） 4,200

A
の
財

源
内
訳

正職員 4,200

会計年度任用職員 0

【A+B】総事業費（参考値） 9,867

【a+B】うち人件費 4,200

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

成果指標１ 施策的目的のない事業であり、成果指標の設定になじまない。 ➡
単位

予定

実績

成果指標２ 設定なし ➡
単位

予定

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡ )

活動指標２ 設定なし ➡
単位 予定

【 】 実績

活動指標１ 設定なし ➡
単位 予定

実績

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

C

A　市民ニーズは高い又は増加している 南河内広域事務室の広域まちづくり課及び広域福祉課の共同処
理に要する一般管理事務のため。

B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 D

A　指標を達成している

B　概ね指標を達成している

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

A　見直し・廃止

B　継続

C　充実

本事業は、６市町村共同で事務処理を行うために設置された広域まちづくり課、広域福祉課の共同処理に要する一般事業であり、広域福祉課がとりまとめて執行し
ており、効率的であると考える。
今後も効率的な処理体制となるように、機構の見直しなどにより体制が変わる際は広域連携研究会等で処理体制を検討していく。

A

A　適切な割合が負担されている 広域まちづくり課、広域福祉課、ともに主な業務が大阪府の権限
移譲事務であることから、大阪府が定めている手数料条例に準
じ、各市町村の条例で定め、徴収を行っている。B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

効
率
性

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 C

A　事業手法を見直す予定である 広域まちづくり課・広域福祉課が所管する業務を１団体で実施す
ることを考えれば、共同処理は効率的であると考える。

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 C

A　コスト削減を行う予定である 広域まちづくり課・広域福祉課が所管する業務を１団体で実施す
ることを考えれば、共同処理は効率的であると考える。
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令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　増進型地域福祉課

施策体系
（経営的施策） 将来を見据えた持続可能な行財政運営の推

進
▶ ------------ ▶ （経営的施策1） 効率的・効果的な行財政運営

■対象事業 評価者 竹口　順子

事業番号 922101 事業名称 広域福祉事業

(目) 広域福祉事業費 (小事業) 広域福祉事業

事業目的
河内長野市、大阪狭山市、太子町、河南町、千早赤阪村との広域連携により、
効率的な事務処理を行う。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

予算科目

(款) 移譲事務共同処理事業費

事業種別

(大事業) 移譲事務共同処理事業費

(項) 広域福祉事業費 (中事業) 広域福祉事業費

A
の
財

源
内
訳

国庫支出金 0 0

47文字

【A】事業費 100,470 112,517 100,120

【a】うち会計年度任用
職員人件費

12,476 10,710 15,775

0

府支出金 0 0 0

事業概要

介護保険法に定める居宅サービス事業者の指定・指導/障害者総合支援法に
定める障がい福祉サービス事業者の指定・指導
社会福祉法に定める社会福祉法人の設立認可・指導監査/身体障害者福祉法
に定める身体障害者手帳の交付等、
いずれも専門性の高い事務を、地方自治法に基づく6市町村共通の内部組
織（広域福祉課）を設置し共同で処理している。

地方債 0 0 0

【B】職員人件費（参考値） 71,400

正職員 71,400

会計年度任用職員 0

【A+B】総事業費（参考値） 171,520

162文字

その他 100,470 112,517 100,120

一般財源 0 0 0

【a+B】うち人件費 87,175

（現年）

成果指標１ 施策的目的のない事業であり、成果指標の設定になじまない。 ➡
単位

予定

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

実績

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡ )

実績

予定

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡

単位

)

活動指標１
「指定居宅サービス事業者の指定等」事務のうち実地指導（地域密着サービ
ス事業及び居宅介護支援事業を含む）
（）は本市の件数

➡
単位 予定 110(50) 110(50) 110(50)

成果指標２ 設定なし ➡

活動指標２
「指定障がい福祉サービス事業者の指定等」事務のうち実地指導
（）は本市の件数

➡
単位 予定 75(30) 75(30) 75(30)

【 件 】 実績 23(8)

【 件 】 実績

【 件 】 実績 4(1)

単位 予定 15(3)

1500(600)

43（16）

15(3) 15(3)
活動指標３

「社会福祉法人の設立認可等」事務のうち指導監査
（）は本市の件数

➡

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

【 件 】 実績 1239（439）
活動指標４

「身体障害者手帳の交付」事務のうち交付（新規・再交付）
（）は本市の件数

➡
単位 予定 1500(600) 1500(600)

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 法令等で規定された、大阪府からの権限移譲事務を共同処理して
いるため。

C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

法令等で規定された、大阪府からの権限移譲事務を共同処理して
いるため。

B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

B

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

C

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

A　市民ニーズは高い又は増加している

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

A

A　効果的な制度設計となっている

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 D

A　指標を達成している

B　概ね指標を達成している

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。 A

A　適切な割合が負担されている

法令等で規定された、大阪府からの権限移譲事務を共同処理して
いるため。

広域まちづくり課、広域福祉課、ともに主な業務が大阪府の権限
移譲事務であることから、大阪府が定めている手数料条例に準
じ、各市町村の条例で定め、徴収を行っている。B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

B　継続

C　充実

　本業務は原則3年で異動する各市町村の職員と大阪府OB職員により運営しているが、設置後10年以上が経過して大阪府OB職員の高齢化により業務の継続性、
質の担保が喫緊の課題であったことから、業務の継続性を確保するために令和6年度より「保育」・「介護」・「障害」分野の各業務をそれぞれ富田林市・河内長野市・
大阪狭山市職員（令和8年度までは太子町職員を含む）のみで構成し、業務を市ごとに分担することとなった。
　しかし、同時に原則3年の異動ルールを廃止したことで職員の異動は各市の裁量によることになったため、今後は大量の職員が同時に異動することのないよう、３
市の人事担当課と協議、調整を行っていく。

広域まちづくり課・広域福祉課が所管する業務を１団体で実施す
ることを考えれば、共同処理は効率的であると考える。

B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

効
率
性

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 C

A　コスト削減を行う予定である

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 C

A　事業手法を見直す予定である 広域まちづくり課・広域福祉課が所管する業務を１団体で実施す
ることを考えれば、共同処理は効率的であると考える。

B

A　見直し・廃止
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令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　増進型地域福祉課

施策体系
（経営的施策） 将来を見据えた持続可能な行財政運営の推

進
▶ ------------ ▶ （経営的施策1） 効率的・効果的な行財政運営

■対象事業 評価者 竹口　順子

事業番号 922201 事業名称 広域まちづくり事業

(目) 広域まちづくり事業費 (小事業) 広域まちづくり事業

事業目的
河内長野市、大阪狭山市、太子町、河南町、千早赤阪村との広域連携により、
効率的な事務処理を行う。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

予算科目

(款) 移譲事務共同処理事業費

事業種別

(大事業) 移譲事務共同処理事業費

(項) 広域まちづくり事業費 (中事業) 広域まちづくり事業費

A
の
財

源
内
訳

国庫支出金 0 0

47文字

【A】事業費 47,007 63,647 44,647

【a】うち会計年度任用
職員人件費

3,166 6,496 7,778

0

府支出金 0 0 0

事業概要
都市計画法における開発許可等処分や土地区画整理法に基づく認可等処分
等、いずれも専門性の高い事務を、地方自治法に基づく6市町村共通の内部
組織（広域まちづくり課）を設置し、共同で事務処理を行っている。

地方債 0 0 0

【B】職員人件費（参考値） 0

正職員 0

会計年度任用職員 0

【A+B】総事業費（参考値） 44,647

98文字

その他 47,007 63,647 44,647

一般財源 0 0 0

【a+B】うち人件費 7,778

（現年）

成果指標１ 施策的目的のない事業であり、成果指標の設定になじまない。 ➡
単位

予定

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

実績

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡ )

実績

予定

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡

単位

)

活動指標１
都市計画法における開発許可処分等受付けた件数
（　）は本市の件数

➡
単位 予定 90(30) 90(30) 90(30)

成果指標２ 設定なし ➡

活動指標２ 設定なし ➡
単位 予定

【 件 】 実績 86(50)

【 】 実績

【 】 実績

単位 予定
活動指標３ 設定なし ➡

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

【 】 実績
活動指標４ 設定なし ➡

単位 予定

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 大阪府からの権限移譲事務及び法に定められた事務を行うため、
公共性は高いものである。

C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

大阪府からの権限移譲事務及び法に定められた事務を行うため、
市民ニーズとの関連性は低い。

B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

A

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

C

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

A　市民ニーズは高い又は増加している

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

B

A　効果的な制度設計となっている

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 D

A　指標を達成している 施策的目的のない事業であり、成果指標の設定になじまない。

B　概ね指標を達成している

平成24年１月から広域まちづくり課として大阪府からの権限移譲
事務及び法に定められた事務を行っているが、３市２町１村で広域
事務を行う効果について検証する必要があると考える。

A
当初は大阪府からの権限移譲事務を６市町村で共同処理を行うことにより、コスト面における成果をめざすとともに、事務処理の効率化及び事務処理体制の強化を
図ることを目的として発足した。
本課の課題として、下記内容があげられる。
１．財源的に府交付金と各種手数料以外は、各市町村の負担金で運営されていることから、一層効率的な運営を求められ、容易に人員増は難しい。
２．都市計画法における開発許可等処分が主な事務としてあり、近年急激に件数が増加している土地区画整理法に基づく認可等処分等所管する事務のうち経験の
少ない事務や経験のない事務についても対応する必要がある。
３．事務内容の専門性が高く、技術継承に長期間を要する。配置職員については、各市町村から職員が派遣されているが、異動周期が原則３年間としているため、毎
年異動者があり、業務の引継ぎに不安がある。また、６市町村職員ではそのノウハウに乏しいことから、専門知識を持つ会計年度任用職員を２名任用して、業務の運
営を行っているのが現状であり、業務を継続しつつ、質を担保することが課題となっている。
上記の課題等を踏まえた上で、広域事務の効果とコスト等について検証する必要があると考える。

A　見直し・廃止

B　継続

平成24年１月から広域まちづくり課として大阪府からの権限移譲
事務及び法に定められた事務を行っているが、３市２町１村で広域
事務を行う効果について検証する必要があると考える。

各種申請については、概ね府内統一された手数料金額を条例に基
づき、負担を求めている。

B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。 A

A　適切な割合が負担されている

C　充実

財源的に府交付金と各種手数料以外は、各市町村の負担金で運営
されていることから、一層効率的な運営を求められており、これ以
上のコスト削減は困難である。また、広域事務のコストは大部分が
人件費であり、人員の削減を行うと事務の遂行が不可となる。

B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

効
率
性

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 C

A　コスト削減を行う予定である

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 B

A　事業手法を見直す予定である
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A　見直し・廃止

B　継続

C　充実

そもそも法定受託事務であることから、生活保護事業を評価することはなじまない。
就労促進事業については、自立助長の観点からも有益であり、就労可能な者を就労に結び付けることは生活保護制度において最重要課題のひとつである。今後も
引き続き就労支援員によるより一層手厚い支援を実施する。

D

A　適切な割合が負担されている 生活保護制度になじまないため。

B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

効
率
性

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 C

A　事業手法を見直す予定である 生活保護法等で事業手法が定められているため。

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 C

A　コスト削減を行う予定である 生活保護制度になじまないため。

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 C

A　指標を達成している 実績が予定を下回っているため。

B　概ね指標を達成している

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

C

A　市民ニーズは高い又は増加している 生活保護法に基づき法定受託されているため、市民ニーズを踏ま
えることを必要としていないが事業の必要性は高い。

B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

実績

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

活動指標２ 　就労支援員の延べ面談回数 ➡
単位 予定 450 450 450

【 回 】 実績 484

活動指標１ 　就労開始による生活保護費減の総額 ➡
単位 予定 24,000

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡ )

成果指標２ ➡
単位

予定

実績 26成果指標１ 　就労支援事業による就労率（就労者数／事業対象者数） ➡
単位

予定 65 70 75

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

【A+B】総事業費（参考値） 4,504,807

【a+B】うち人件費 277,485

正職員 243,600

会計年度任用職員 3,100

40 52,925

一般財源 962,211 1,003,835 975,337

【B】職員人件費（参考値） 246,700

A
の
財

源
内
訳

府支出金 89,085 89,575 87,902

国庫支出金

67文字

【A】事業費 4,031,024 4,176,851 4,258,107

【a】うち会計年度任用
職員人件費

26,374 28,849 30,785

事業種別

(大事業) 民生費

(項) 生活保護費 (中事業) 生活保護事業

(目) 生活保護費 (小事業) 生活保護事業

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

B

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

A

A　効果的な制度設計となっている 制度設計に市は関与しないため、評価が困難である。

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。

B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

】 実績

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

A

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 生活保護法に基づき法定受託されているため、必需性は高い。

活動指標４ ➡
単位 予定

【 】

【 千円 】 実績 7,053

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

活動指標３ ➡
単位 予定

【

24,000

【 ％ 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 75 ％

（現年）

)

24,000

実績

事業目的
　生活保護法に基づき、生活に困窮する者に対し、その程度に応じて必要な
保護を行い、最低限度の生活保障をするとともに、その自立を助長する。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

2,979,688 3,083,401 3,141,943

事業概要
　生活保護に関する相談や各種調査、生活保護世帯への必要な保護を行う。
また、就労意欲の醸成及び育成を図り、就労活動を支援することで自立した
生活を営むことができるよう支援する。

地方債 0 0 0
86文字

その他 40

予算科目

(款) 民生費

令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　生活支援課

■対象事業 評価者 山本　三男

事業番号 032301 事業名称 生活保護事業

施策体系
（分野別施策2） みんなで支え合う健やかで心豊かな暮らし

づくり
▶ （2） 支え合いを育む福祉コミュニティづくり ▶ （個別施策12） 生活の自立に向けた支援
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A　見直し・廃止

B　継続

C　充実

・本事業は、事務用品の購入や障がい者福祉の周知のために発行する「福祉の手引」など、障がい福祉課の事務運営の根幹となる事業であり、継続は必須であるが、
常にコスト削減に向けた取り組みを行うものとする。
・通所交通費補助については、施政方針にある「障がい千人雇用の実現」に向けた施策の重要な柱であり、今後も制度周知に努めるものである。

A

A　適切な割合が負担されている ・タクシー利用助成については、普通タクシー利用の場合で、距離
制運賃の初乗運賃に相当する額等としているが、補助額の範囲と
して社会通念上妥当と考える。
・通所交通費補助については、交通費の２分の１の額としており、
運賃割引や事業所の補助制度が適用される範囲は控除しており、
補助額の範囲としても社会通念上妥当と考える。

B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

効
率
性

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 C

A　事業手法を見直す予定である いずれの事業においても現状、事業手法を見直す余地はないが、
法改正等には注視しながら、社会情勢に応じて事業手法を見直す
余地はある。B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 C

A　コスト削減を行う予定である ・いずれの事業においても事業手法を見直す余地はないが、シス
テム整備においては、国の補助金の活用を検討していく。
・消耗品費については、可能な限りリサイクル商品の購入やペー
パーレス化によるコスト削減に努める。

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 B

A　指標を達成している タクシー利用助成については、利用率の向上を図る必要がある。

B　概ね指標を達成している

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

A

A　市民ニーズは高い又は増加している 通所交通費補助については、就労移行支援事業所が市内に2ヵ所
しかないことから、資源の豊富な大阪市等に交通費を負担して通
所することが多いため、ニーズが高い。B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

実績

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

活動指標２ タクシー券利用者数 ➡
単位 予定 1,700 1,700 1,700

【 人 】 実績 1,484

活動指標１ 通所交通費給付決定者数 ➡
単位 予定 70

【 件 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 14,000 件 )

成果指標２ タクシー利用件数 ➡
単位

予定 14,000 14,000 14,000

実績 658成果指標１ 通所交通費給付決定件数 ➡
単位

予定 800 800 800

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

【A+B】総事業費（参考値） 77,525

【a+B】うち人件費 45,320

正職員 42,840

会計年度任用職員 2,480

473 0

一般財源 27,921 20,694 20,093

【B】職員人件費（参考値） 45,320

A
の
財

源
内
訳

府支出金 2,450 2,690 2,465

国庫支出金

43文字

【A】事業費 78,862 28,737 32,205

【a】うち会計年度任用
職員人件費

0 0 0

事業種別

(大事業) 民生費

(項) 社会福祉費 (中事業) 社会福祉経常事業

(目) 障害者福祉費 (小事業) 障害者福祉事務

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

B

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

A

A　効果的な制度設計となっている 富田林市身体障害者福祉協会への補助金については、障がい者
の社会参加の促進や普及啓発等の活動が、広く市民に浸透し、平
等に社会参加への機会を与えるものであり、効果的な制度設計と
なっている。

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。

B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

】 実績

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

B

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 ・タクシー利用助成については、バス路線の見直しなど地域の公共
交通の状況が厳しさを増す中で、重度の障がい者の生活行動範囲
の拡大を図る意味でも公共性が高い。
・障がい者福祉の増進を図ることを目的に、障がい者の社会参加
の促進や普及啓発等の活動を行う富田林市身体障害者福祉協会
への補助金であり、身体障害者福祉法の目的と合致している。

活動指標４ ➡
単位 予定

【 】

【 人 】 実績 65

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

活動指標３ ➡
単位 予定

【

70

【 件 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 800 件

（現年）

)

70

実績 9,458

事業目的
障がい者福祉事務全般の事業を実施することで、障がい者福祉の増進を図
ることを目的とする。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

48,491 4,880 9,647

事業概要

主な事業
在宅障がい者通所交通費補助事業：在宅の障がい者が就労移行支援事業所
等に通所するための交通費の一部を補助。
重度障がい者タクシー料金補助事業：在宅の重度障がい者に対し、タクシー
料金の一部を補助。
障がい者福祉システム保守委託：障がい者等を対象とするシステム保守委
託。
身体障害者福祉協会補助金：障がい者の社会参加を促進するための活動に
要する経費に対して補助。

地方債 0 0 0
183文字

その他 0

予算科目

(款) 民生費

令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　障がい福祉課

■対象事業 評価者 川田　裕康

事業番号 032134 事業名称 障害者福祉事務

施策体系
（分野別施策2） みんなで支え合う健やかで心豊かな暮らし

づくり
▶ （2） 支え合いを育む福祉コミュニティづくり ▶ （個別施策11） 障がい者福祉の推進
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B　継続

C　充実

対象者が増える中で今後も障がい者虐待防止センターを中心として、関係機関とも連携をしながら、引き続き障がい者虐待の防止と啓発事業、緊急時を含めた虐待
事案に対する適切な支援に取り組んでいく必要がある。そのためにも当該居室の存続は障害者の生命を守るためにも必要不可欠と考える。課題としては、医療的ケ
アや精神疾患を持つ人々など多種多様な障がい特性に対応できるシェルターの確保が必要であると考える。しかしながら、現行の南河内南圏域市町村においては、
多種多様な人々を一元的に対応できる委託可能な施設が近隣にはない為、広域的な設置などを大阪府へ要望していく。

・現状、南河内南圏域市町村との共同実施により、緊急時に必要な
措置ができる体制づくりを効果的に実施できている。
・本事業は、国1/2、府1/4、市1/4という財源構成であり、これ以
上に得られるものはない。

B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

効
率
性

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 C

A　コスト削減を行う予定である

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 B

A　事業手法を見直す予定である 障がい者虐待防止センターの設置が義務付けられており、直営で
運営しているが、委託することは可能。しかしながら、受託事業者
が受付からその後の必要な対応まで一元的に担い、限られた情報
の中で迅速な支援を展開しなければならず適切に対処できるかが
大きな課題。

B

A　見直し・廃止

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。 D

A　適切な割合が負担されている

障がい者虐待防止センターの設置が義務付けられており、直営で
運営しているが、委託することは可能。しかしながら、受託事業者
が受付からその後の必要な対応まで一元的に担い、限られた情報
の中で迅速な支援を展開しなければならず適切に対処できるかが
大きな課題。

重篤な虐待事案においては、一時居室は生命保護のため利用す
る、いわばセーフティーネット制度である。利用する対象者は、虐
待を受けた被害者であり、受益者負担を求めることは適切でない
と考える。

B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 A

A　指標を達成している 日頃の相談支援の適切な実施により、養護者、障がい当事者、支
援者等へのアプローチや見守り支援等の予防策が一定図られてお
り、一時居室の利用には至っていない。B　概ね指標を達成している

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

A

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

A

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

A　市民ニーズは高い又は増加している

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

B

A　効果的な制度設計となっている

障がい者への虐待は、度々メディアで取り上げられるなど、社会
問題となっており、市民ニーズは高く、支援対象者も拡大しており
事業実施は必須である。B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律
（平成23年法律第79号）により、養護者による障がい者虐待を受
けた障がい者について、必要な居室を確保するための措置を講ず
るもので、極めて公共性が高く、今後も継続していく必要がある。

C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

活動指標３ ➡

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

【 】 実績
活動指標４ ➡

単位 予定

【 】 実績

単位 予定

成果指標２ ➡

活動指標２ ➡
単位 予定

【 日 】 実績 0

【 】 実績

活動指標１ 緊急一時保護居室利用日数 ➡
単位 予定 0 0 0

予定

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡

単位

)

実績

【 人 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 0 人 )

実績 0

0 0

成果指標１ 緊急一時保護居室利用者数 ➡
単位

予定 0

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

【a+B】うち人件費 1,680

（現年）

65文字

その他 0 0 0

一般財源 470 471 483

事業概要
障がい者虐待についての啓発活動や緊急一時保護居室の確保等を行うとと
もに、障がい者虐待を未然に防ぐために関係機関との連携強化を行う。

地方債 0 0 0

【B】職員人件費（参考値） 1,680

正職員 1,680

会計年度任用職員 0

【A+B】総事業費（参考値） 3,612

966

府支出金 469 470 483

50文字

【A】事業費 1,878 1,881 1,932

【a】うち会計年度任用
職員人件費

0 0 0

(目) 障害者福祉費 (小事業) 障害者虐待防止対策支援事業

事業目的
障がい者虐待への対応や、発生を未然に防止することにより、障がい者の福
祉の向上を図ることを目的とする。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

予算科目

(款) 民生費

事業種別

(大事業) 民生費

(項) 社会福祉費 (中事業) 社会福祉経常事業

A
の
財

源
内
訳

国庫支出金 939 940

令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　障がい福祉課

施策体系
（分野別施策2） みんなで支え合う健やかで心豊かな暮らし

づくり
▶ （2） 支え合いを育む福祉コミュニティづくり ▶ （個別施策11） 障がい者福祉の推進

■対象事業 評価者 川田　裕康

事業番号 032135 事業名称 障害者虐待防止対策支援事業
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B　継続

C　充実

本事業は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（第76条）において位置づけられたサービスであり、実績の多寡により事業の方向性に
ついて考えることはできない。今後も、事業目的の達成に向け、補装具を必要とする方が本制度を利用できるよう冊子やウェブサイト等で周知するとともに、適正か
つ迅速な支給決定に努めていく。

本事業は、国1/2、府1/4、市1/4という財源構成であり、これ以
上に得られるものはない。

B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

効
率
性

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 C

A　コスト削減を行う予定である

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 B

A　事業手法を見直す予定である 支給決定に係る事務は市町村職員が行う必要があるが、申請書等
の受付程度であれば委託は可能。ただし、本事務は申請にあたり
現況の聞き取り等を要するため、やや専門性を有する委託内容と
なることに鑑みれば、受付数量に照らして本事務単独での費用的
な軽減効果は期待できない。

B

A　見直し・廃止

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。 A

A　適切な割合が負担されている

・補装具費制度は国による制度であるため、改善の余地はない。
・軽度難聴児補聴器支給制度は、本市の事業であり、これまでも
ニーズを見極めながら、制度の設計を見直してきた。最近では、令
和5年度より修理についても支給の対象としたところである

本事業の利用に係る負担上限額については、障害者の日常生活及
び社会生活を総合的に支援するための法律施行令、及び児童福祉
法施行令により定められている。B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 A

A　指標を達成している 概ね指標と同等の実績があった。
軽度難聴児補聴器支給制度においては令和5年度より修理を支
給の対象としたところであるが、修理の実績があった。B　概ね指標を達成している

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

A

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

A

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

A　市民ニーズは高い又は増加している

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

A

A　効果的な制度設計となっている

重度の身体障がい者や重症心身障がい児にとって、日常生活を送
るうえで補装具は欠かせないものである。

B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
（第76条）において位置づけられたサービスであり、実績の多寡
に関わらず、引き続き提供していく必要がある。

C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

活動指標３ ➡

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

【 】 実績
活動指標４ ➡

単位 予定

【 】 実績

単位 予定

成果指標２ ➡

活動指標２ ➡
単位 予定

【 】 実績

【 】 実績

活動指標１ ➡
単位 予定

予定

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡

単位

)

実績

【 件 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 250 件 )

実績 208

250 250

成果指標１ 補装具給付・修理件数 ➡
単位

予定 250

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

【a+B】うち人件費 4,200

（現年）

49文字

その他 0 0 0

一般財源 4,540 3,990 6,553

事業概要
障がい者（児）の身体上の障がいを補完または代替する用具の購入、修理、
借受けに要する費用を支給する。

地方債 0 0 0

【B】職員人件費（参考値） 4,200

正職員 4,200

会計年度任用職員 0

【A+B】総事業費（参考値） 29,233

12,320

府支出金 5,865 6,230 6,160

82文字

【A】事業費 23,586 25,159 25,033

【a】うち会計年度任用
職員人件費

0 0 0

(目) 障害者福祉費 (小事業) 補装具支給事業

事業目的
補装具費を支給することにより、身体障がい者の職業その他日常生活の能
率の向上を図り、身体障がい児の将来の自立と社会参加のための素地を育
成・助長すること等を目的とする。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

予算科目

(款) 民生費

事業種別

(大事業) 民生費

(項) 社会福祉費 (中事業) 社会福祉経常事業

A
の
財

源
内
訳

国庫支出金 13,181 14,939

令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　障がい福祉課

施策体系
（分野別施策2） みんなで支え合う健やかで心豊かな暮らし

づくり
▶ （2） 支え合いを育む福祉コミュニティづくり ▶ （個別施策11） 障がい者福祉の推進

■対象事業 評価者 川田　裕康

事業番号 032139 事業名称 補装具支給事業
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B　継続

C　充実

本事業は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律において位置づけられたサービスであり、引き続き提供していく必要があるため、評価
及び課題はない。今後も適正な支給決定を行っていく。

本事業は、国1/2、府1/4、市1/4という財源構成であり、これ以
上に得られるものはない。

B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

効
率
性

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 C

A　コスト削減を行う予定である

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 B

A　事業手法を見直す予定である 支給決定に係る事務は市町村職員が行う必要があるが、申請書等
の受付程度であれば委託は可能。ただし、本事務は申請にあたり
現況の聞き取り等を要するため、やや専門性を有する委託内容と
なることに鑑みれば、受付数量に照らして本事務単独での費用的
な軽減効果は期待できない。

B

A　見直し・廃止

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。 A

A　適切な割合が負担されている

自立支援医療給付事業は国による制度であるため、改善の余地は
ない。

本事業の利用に係る負担上限額については、障害者の日常生活及
び社会生活を総合的に支援するための法律施行令、及び児童福祉
法施行令により定められている。B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 A

A　指標を達成している 加齢による更生医療適用は、高齢化により今後も増加するものと
考えられる。

B　概ね指標を達成している

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

A

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

A

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

A　市民ニーズは高い又は増加している

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

A

A　効果的な制度設計となっている

身体障がい者の身体上の障がいを軽減し、日常生活を容易にする
ことを目的としている。特に、加齢による更生医療適用は、高齢化
により今後も増加するものと考えられる。B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 障害者の日常生活および社会生活を総合的に支援するための法
律において位置付けられたサービスであり、引き続き提供してい
く必要がある。

C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

活動指標３ ➡

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

【 】 実績
活動指標４ ➡

単位 予定

【 】 実績

単位 予定

成果指標２ ➡

活動指標２ ➡
単位 予定

【 】 実績

【 】 実績

活動指標１ ➡
単位 予定

予定

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡

単位

)

実績

【 件 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 950 件 )

実績 1,367

950 950

成果指標１ 医療費給付件数 ➡
単位

予定 950

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

【a+B】うち人件費 18,480

（現年）

136文字

その他 0 0 0

一般財源 33,973 53,037 39,999

事業概要

自立支援医療の指定を受けている医療機関において、身体上の障がいを軽
減し、日常生活を容易にするために必要な更生医療（１８歳以上の身体障が
い者）、育成医療（１８歳未満であって、身体障がいのある児童または現存す
る疾患を放置することにより将来障がいを残す児童）に係る医療費を給付。

地方債 0 0 0

【B】職員人件費（参考値） 18,480

正職員 18,480

会計年度任用職員 0

【A+B】総事業費（参考値） 178,093

79,743

府支出金 40,937 38,249 39,871

38文字

【A】事業費 157,386 171,035 159,613

【a】うち会計年度任用
職員人件費

0 0 0

(目) 障害者福祉費 (小事業) 自立支援医療給付事業

事業目的
身体障がい者の身体上の障がいを軽減し、日常生活を容易にすることを目
的とする。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

予算科目

(款) 民生費

事業種別

(大事業) 民生費

(項) 社会福祉費 (中事業) 社会福祉経常事業

A
の
財

源
内
訳

国庫支出金 82,476 79,749

令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　障がい福祉課

施策体系
（分野別施策2） みんなで支え合う健やかで心豊かな暮らし

づくり
▶ （2） 支え合いを育む福祉コミュニティづくり ▶ （個別施策11） 障がい者福祉の推進

■対象事業 評価者 川田　裕康

事業番号 032140 事業名称 自立支援医療給付事業
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B　継続

C　充実

法定事務のため、評価及び課題はない。今後も制度の周知に努める。

本事業は、国3/4、市1/4という財源構成であり、これ以上に得ら
れるものはない。

B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

効
率
性

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 C

A　コスト削減を行う予定である

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 B

A　事業手法を見直す予定である 支給決定に係る事務は市町村職員が行う必要があるが、申請書等
の受付程度であれば委託の可能性はある。ただし、本事務は申請
にあたり現況の聞き取り等を要するため、やや専門性を有する委
託内容となることに鑑みれば、受付数量に照らして本事務単独で
の費用的な軽減効果は期待できない。

B

A　見直し・廃止

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。 D

A　適切な割合が負担されている

支給決定に係る事務は市町村職員が行う必要があるが、申請書等
の受付程度であれば委託の可能性はある。ただし、本事務は申請
にあたり現況の聞き取り等を要するため、やや専門性を有する委
託内容となることに鑑みれば、受付数量に照らして本事務単独で
の費用的な軽減効果は期待できない。

本事業は手当を支給するものであり該当しない。

B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 D

A　指標を達成している 事業の性質上、成果目標の設定は難しい。

B　概ね指標を達成している

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

A

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

A

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

A　市民ニーズは高い又は増加している

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

B

A　効果的な制度設計となっている

重度の障がいのため必要となる精神的・物質的な特別の負担の軽
減の一助として手当を支給することにより、特別障がい者（児）の
福祉の向上を図る本事業へのニーズは高い。B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 特別児童扶養手当等の支給に関する法律において位置づけられ
たサービスであり、引き続き提供していく必要がある。

C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

活動指標３ 福祉手当（経過措置）受給者数 ➡

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

【 】 実績
活動指標４ ➡

単位 予定

47

3 2

【 人 】 実績 2

単位 予定 3

成果指標２ ➡

活動指標２ 障害児福祉手当受給者数 ➡
単位 予定 70 70 70

【 人 】 実績 189

【 人 】 実績

活動指標１ 特別障害者手当受給者数 ➡
単位 予定 190 190 190

予定

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡

単位

)

実績

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡ )

実績成果指標１ 法定事務であり、成果を図ることは適当でない。 ➡
単位

予定

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

【a+B】うち人件費 5,880

（現年）

206文字

その他 0 0 1

一般財源 17,798 18,775 19,043

事業概要

20歳以上で重度の障がいの状態により日常生活において常時特別な介護
が必要な在宅の障がい者に対し、特別障害者手当を支給。
20歳未満で重度の障がいの状態により日常生活において常時介護が必要
な在宅の障がい児に対し、障害児福祉手当を支給。
改正法施行の際、20歳以上であって従前の福祉手当受給資格者のうち、特
別障害者手当または障害基礎年金の支給を受けることができない障がい者
に対し、引き続き福祉手当（経過措置）を支給。

地方債 0 0 0

【B】職員人件費（参考値） 5,880

正職員 5,880

会計年度任用職員 0

【A+B】総事業費（参考値） 81,439

56,515

府支出金 0 0 0

76文字

【A】事業費 72,472 73,870 75,559

【a】うち会計年度任用
職員人件費

0 0 0

(目) 特別障害者手当費 (小事業) 特別障害者手当等給付事務

事業目的
重度の障がいのため必要となる精神的・物質的な特別の負担の軽減の一助
として手当を支給することにより、特別障がい者（児）の福祉の向上を図るこ
とを目的とする。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

予算科目

(款) 民生費

事業種別

(大事業) 民生費

(項) 社会福祉費 (中事業) 社会福祉経常事業

A
の
財

源
内
訳

国庫支出金 54,674 55,095

令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　障がい福祉課

施策体系
（分野別施策2） みんなで支え合う健やかで心豊かな暮らし

づくり
▶ （2） 支え合いを育む福祉コミュニティづくり ▶ （個別施策11） 障がい者福祉の推進

■対象事業 評価者 川田　裕康

事業番号 032142 事業名称 特別障害者手当等給付事務

-26-



A　見直し・廃止

B　継続

C　充実

・手話言語条例が施行され、手話施策推進方針を策定し、既存事業と共に理解啓発等手話に関する効果的で有意義な事業展開が必要である。
・今後、手話通訳者、要約筆記者の確保が課題となるため、養成・確保の強化が求められる。
・事業実施において、設置手話通訳者2名で、通訳から派遣事務まで担っており、業務過多となっている。不測の事態を考えても、更なる人員配置が求められるほ
か、デジタル技術等の導入による事務改善ができないか検討の必要がある。

D

A　適切な割合が負担されている 聴覚障がい者、音声・言語機能障がい者の日常生活における意思
疎通を、情報保障の観点から円滑に行うものであり、受益者負担
を求めるものではない。B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

効
率
性

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 B

A　事業手法を見直す予定である 手話通訳派遣依頼申請書の受付時に、内容の把握、調整等が必要
となるため手話通訳者レベルの技能をもった者での対応が不可欠
となるが、デジタル技術の活用等で事務量削減ができないか検討
する必要がある。

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 B

A　コスト削減を行う予定である ・手話通訳者、要約筆記者の確保が課題であり、報償金については
他市町村の動向を見ても削減が不可である。
・研修等の委託事業については、周辺市町村との共同実施などコ
スト削減に努める。

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 B

A　指標を達成している 本事業の周知は、一定図られており、利用者はコロナ禍を経て増
加に転じている。今後は、手話通訳者、要約筆記者の養成が課題
である。B　概ね指標を達成している

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

A

A　市民ニーズは高い又は増加している 聴覚障がい者、音声・言語機能障がい者に対し、手話通訳者・要約
筆記者を派遣することで、自立と社会参加の促進を目的としてお
り、本事業がなければ日常生活に大きな支障が出る市民がおられ
る。

B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

実績

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

活動指標２ ➡
単位 予定

【 】 実績

活動指標１ 手話・要約筆記登録者数 ➡
単位 予定 60

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡ )

成果指標２ ➡
単位

予定

実績 563成果指標１ 手話・要約筆記派遣決定件数 ➡
単位

予定 600 620 640

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

【A+B】総事業費（参考値） 14,248

【a+B】うち人件費 8,400

正職員 8,400

会計年度任用職員 0

0 0

一般財源 2,582 2,851 2,085

【B】職員人件費（参考値） 8,400

A
の
財

源
内
訳

府支出金 560 782 1,254

国庫支出金

59文字

【A】事業費 4,264 5,197 5,848

【a】うち会計年度任用
職員人件費

0 0 0

事業種別

(大事業) 民生費

(項) 社会福祉費 (中事業) 社会福祉経常事業

(目) 障害者福祉費 (小事業) 意思疎通支援事業

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

B

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

B

A　効果的な制度設計となっている 設置手話通訳者2名が、通訳から派遣事務まで担っており、業務
過多となっている。不測の事態を考えても、複数の設置手話通訳
者が求められる。

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。

B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

】 実績

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

A

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 手話言語条例の施行、手話施策推進方針を策定。既存事業に加え
手話関連や要約筆記の理解啓発等効果的な事業展開が必要であ
る。手話通訳者、要約筆記者の確保の課題があり養成・確保の強
化が求められる。事業実施において、設置手話通訳者が通訳から
派遣事務まで担っており業務過多となっている。更なる人員確保
とデジタル技術等の導入による事務改善など検討の必要がある。

活動指標４ ➡
単位 予定

【 】

【 人 】 実績 42

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

活動指標３ ➡
単位 予定

【

60

【 件 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 640 件

（現年）

)

60

実績

事業目的
聴覚障がい者、音声・言語機能障がい者に対し、手話通訳者・要約筆記者を
派遣することで、自立と社会参加の促進を目的とする。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

1,122 1,564 2,509

事業概要

聴覚障がい者、音声・言語機能障がい者との意思の疎通を図るため、必要に
応じて手話通訳者を派遣。
手話を会得していない難聴者、中途失聴者に要約筆記者を派遣。
聴覚障がい者の自立と社会参加を図るため、各種事業（防災訓練、交通安全
講習会等）に手話通訳者や要約筆記者を派遣。

地方債 0 0 0
132文字

その他 0

予算科目

(款) 民生費

令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　障がい福祉課

■対象事業 評価者 川田　裕康

事業番号 032143 事業名称 意思疎通支援事業

施策体系
（分野別施策2） みんなで支え合う健やかで心豊かな暮らし

づくり
▶ （2） 支え合いを育む福祉コミュニティづくり ▶ （個別施策11） 障がい者福祉の推進
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B　継続

C　充実

・今後の障がいの重度化・その家族の高齢化や親亡き後に備え、障がい者が安心して地域で暮らしていけるよう拠点機能を維持していくことは必要である。
・施設や医療機関からの地域移行は、第7期富田林市障がい福祉計画において目標を設定している。その手法のひとつとして、グループホーム移行支援事業を活用
し、いかに地域移行につなげていけるかが課題である。また、利用者が低調である中、これまでの利用場所が他市から本市に移行しつつあるが、制度も含めた周知
が必要であり、管内でのサービス提供への働きかけを行っていく必要があると考える。

委託事業から障がい福祉サービス（個別給付）に移行できた場合
は、国1/2、府1/4、市1/4という財源構成になり、一定の削減の
可能性はあるが、介護人材が不足する中で更なる事業所への協力
を求めることは難しい。

B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

効
率
性

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 C

A　コスト削減を行う予定である

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 B

A　事業手法を見直す予定である ・既存の個別給付（短期入所、計画相談支援等）を活用できるよう、
南河内南圏域６市町村との広域連携により、体制を整備していく。
また、サービスを提供する事業所においても受入可能である体制
についての仕組みを構築していく必要がる。

B

A　見直し・廃止

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。 B

A　適切な割合が負担されている

・既存の個別給付（短期入所、計画相談支援等）を活用できるよう、
南河内南圏域６市町村との広域連携により、体制を整備していく。
・グループホーム等移行支援事業の利用促進に向けた取り組みが
求められる。

・既存の個別給付（短期入所、計画相談支援等）を活用できるよう、
南河内南圏域６市町村との広域連携により、体制を整備していく。

B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 C

A　指標を達成している 利用者が低調である中、これまでの利用場所が他市から本市に移
行しつつあるが、制度も含めた周知が必要である。また、地域移行
の必要性についての理解が地域の支援機関に定着していない。B　概ね指標を達成している

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

A

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

A

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

A　市民ニーズは高い又は増加している

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

B

A　効果的な制度設計となっている

障がいの重度化やその家族である親亡き後に備え、ひとりひとり
の障がい者が地域で安心して暮らしていける体制を整備する必要
があることからも、今後ニーズが高まることが予想される。B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 国指針に基づき、障がいの重度化やその家族である親亡き後に備
える中で、ひとりひとりの障がい者が地域で安心して暮らしてい
ける体制を整備する必要があることから、公共性は高く今後も継
続する必要がある。

C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

活動指標３ ➡

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

【 】 実績
活動指標４ ➡

単位 予定

7

【 】 実績

単位 予定

成果指標２ ➡

活動指標２ グループホーム等移行支援利用日数 ➡
単位 予定 90 90 90

【 人 】 実績 2

【 日 】 実績

活動指標１ グループホーム等移行支援登録人数 ➡
単位 予定 15 15 15

予定

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡

単位

)

実績

【 人 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 2 人 )

実績 0

2 2

成果指標１ 在宅からグループホームへの移行者数 ➡
単位

予定 2

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

【a+B】うち人件費 840

（現年）

157文字

その他 0 0 0

一般財源 4,148 4,152 4,148

事業概要

障がいの重度化や親亡き後を見据え、障がい者が地域で安心して暮らして
いけるよう、様々な支援を提供できる体制を整備。
・保護者の不測の事態等による「緊急時の受入・対応」の機能
・親元を離れ、グループホームへの移行を支援するための「体験の機会・場」
の機能
・緊急時や体験時の連絡調整を担う「相談（コーディネート）」の機能

地方債 0 0 0

【B】職員人件費（参考値） 840

正職員 840

会計年度任用職員 0

【A+B】総事業費（参考値） 4,988

0

府支出金 0 0 0

61文字

【A】事業費 4,148 4,152 4,148

【a】うち会計年度任用
職員人件費

0 0 0

(目) 障害者福祉費 (小事業) 地域生活拠点等事業

事業目的
障がい者が住み慣れた地域で安心して暮らしていける体制を整備すること
によって、障がい者の自立生活を支援することを目的とする。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

予算科目

(款) 民生費

事業種別

(大事業) 民生費

(項) 社会福祉費 (中事業) 社会福祉経常事業

A
の
財

源
内
訳

国庫支出金 0 0

令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　障がい福祉課

施策体系
（分野別施策2） みんなで支え合う健やかで心豊かな暮らし

づくり
▶ （2） 支え合いを育む福祉コミュニティづくり ▶ （個別施策11） 障がい者福祉の推進

■対象事業 評価者 川田　裕康

事業番号 032147 事業名称 地域生活拠点等事業

-28-



B　継続

C　充実

他の障がい福祉サービスでは代替が困難な障がい者（児）の通学、作業所等への通所の支援、および緊急・突発的な宿泊支援など各種福祉サービスの隙間を埋める
ものとなっており、必需性は高い。しかしながら、他の障がい福祉サービスの拡充が進む中でこれまで対応してきた隙間ニーズへの対応見極めも必要であることか
ら必要に応じて利用ニーズを把握に努めていく。

事業の一部は大阪府新子育て支援交付金の対象であるが、これ以
上得られるものはない。

B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

効
率
性

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 C

A　コスト削減を行う予定である

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 C

A　事業手法を見直す予定である 本体の機能である移送・宿泊支援は委託事業である。申請受付は
現在、委託先が対応している。

B

A　見直し・廃止

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。 A

A　適切な割合が負担されている

利用者が一部に限られていることや他の障がい福祉サービスの拡
充により利用者数も減少傾向にあり、今後は事業の周知を図り、
広く多くの方に利用していただくよう努める必要がある。

本事業の利用に係る負担額については、他の障がい福祉関連法令
の受益者負担額に準じて、適切な負担額となっている。

B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 B

A　指標を達成している 利用者が一部に限られてはいるが、依然としてニーズが高い。

B　概ね指標を達成している

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

B

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

B

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

A　市民ニーズは高い又は増加している

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

B

A　効果的な制度設計となっている

市の独自事業として、他の障がい福祉サービスでは代替できない
在宅介護者の病気療養、緊急時等の障がい者への支援を行ってお
り、潜在的な市民ニーズはあるが、他の障がい福祉サービスの拡
充により利用者数も減少傾向にある。

B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 市の独自事業として、他の障がい福祉サービスでは代替できない
在宅介護者の病気療養による緊急時のサービス利用等の制度の
狭間を埋める制度として障がい者への支援を行っており、公共性
は高い。

C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

活動指標３ ➡

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

【 】 実績
活動指標４ ➡

単位 予定

159

【 】 実績

単位 予定

成果指標２ ➡

活動指標２ 宿泊日数 ➡
単位 予定 180 180 180

【 時間 】 実績 0

【 日 】 実績

活動指標１ 移送時間数 ➡
単位 予定 115 115 115

予定

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡

単位

)

実績

【 人 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 28 人 )

実績 13

26 28

成果指標１ 登録者数 ➡
単位

予定 24

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

【a+B】うち人件費 1,680

（現年）

66文字

その他 0 0 0

一般財源 3,688 2,993 3,839

事業概要
保護者等が病気等で対応できず、他制度でも対応困難な障がい者（児）の通
学、作業所等への通所の支援、および緊急・突発的な宿泊支援を行う。

地方債 0 0 0

【B】職員人件費（参考値） 1,680

正職員 1,680

会計年度任用職員 0

【A+B】総事業費（参考値） 6,605

0

府支出金 1,086 753 1,086

53文字

【A】事業費 4,774 3,746 4,925

【a】うち会計年度任用
職員人件費

0 0 0

(目) 障害者福祉費 (小事業) 障害者（児）ライフサポート推進事業

事業目的
移送や宿泊支援を実施することにより、障がい者（児）が地域での生活を継
続できるよう支援することを目的とする。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

予算科目

(款) 民生費

事業種別

(大事業) 民生費

(項) 社会福祉費 (中事業) 社会福祉経常事業

A
の
財

源
内
訳

国庫支出金 0 0

令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　障がい福祉課

施策体系
（分野別施策2） みんなで支え合う健やかで心豊かな暮らし

づくり
▶ （2） 支え合いを育む福祉コミュニティづくり ▶ （個別施策11） 障がい者福祉の推進

■対象事業 評価者 川田　裕康

事業番号 032151 事業名称 障害者（児）ライフサポート推進事業
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B　継続

C　充実

本事業は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律において位置づけられたサービスであり、実績の多寡により事業の方向性について考え
ることはできない。今後も、事業目的の達成に向け、サービスを必要とする方が制度を確実に利用できるよう冊子やウェブサイト等で周知するとともに、適正かつ迅
速な支給決定に努めていく。

本事業（扶助費部分）は、国1/2、府1/4、市1/4という財源構成で
あり、これ以上に得られるものはない。

B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

効
率
性

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 C

A　コスト削減を行う予定である

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 B

A　事業手法を見直す予定である 支給決定に係る事務は、市町村職員が行う必要があるが、申請書
等の受付程度であれば委託は可能。ただし、本事務は申請にあた
り現況の聞き取り等を要するため、やや専門性を有する委託内容
となることに鑑みれば、受付数量に照らして本事務単独での費用
的な軽減効果は期待できない。

B

A　見直し・廃止

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。 A

A　適切な割合が負担されている

・本事業は、国の事業である。
・ヘルパーなどの担い手不足が課題であるため、確保に向けて大
阪府へ研修等の充実を要望していく。
・令和７年１０月より障がい者本人が就労先・働き方についてより
良い選択ができるよう、就労選択支援サービスが開始される。

本事業の利用に係る負担上限額については、障害者の日常生活及
び社会生活を総合的に支援するための法律施行令、及び児童福祉
法施行令により定められている。B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 A

A　指標を達成している ・事業へのニーズは、年々高まっている。
・施政方針にある「障がい者千人雇用」の実現に向けて、一層の取
り組みが求められる。B　概ね指標を達成している

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

A

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

A

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

A　市民ニーズは高い又は増加している

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

A

A　効果的な制度設計となっている

障がい者等に対し、介護および生活や就労のためのサービスを提
供することにより、自立と社会参加を支援し、もって障がい福祉の
増進を図ることを目的としており、ニーズは年々高まっている。B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
に位置づけられた公共性のある事業であり、実績の多寡に関わら
ず、今後も継続していく必要がある。

C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

活動指標３ ➡

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

【 】 実績
活動指標４ ➡

単位 予定

40

【 】 実績

単位 予定

成果指標２ ➡

活動指標２ 障がい福祉サービス（就労移行支援等）の利用による就労者数 ➡
単位 予定 27 27 30

【 時間 】 実績 124,891

【 人 】 実績

活動指標１ 障がい福祉サービス（訪問系サービス）利用時間 ➡
単位 予定 64,920 64,920 64,920

予定

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡

単位

)

実績

【 人 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 2,200 人 )

実績 3,506

2,200 2,200

成果指標１ 訪問系サービス延べ利用者数 ➡
単位

予定 2,200

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

【a+B】うち人件費 11,760

（現年）

148文字

その他 0 0 0

一般財源 870,986 969,415 954,795

事業概要

障がい者（児）等が、在宅、通所施設並びに入所施設等で利用するサービスに
ついて、障がいの程度や介護者の状況等を踏まえて必要なサービスの支給
決定を行い、利用に伴う給付費等を支払う。

サービスの内容…居宅介護・短期入所・生活介護・施設入所支援・計画相談・
就労移行支援・就労継続支援・共同生活援助　ほか

地方債 0 0 0

【B】職員人件費（参考値） 11,760

正職員 11,760

会計年度任用職員 0

【A+B】総事業費（参考値） 3,823,126

1,904,381

府支出金 832,492 957,628 952,190

73文字

【A】事業費 3,374,651 3,841,193 3,811,366

【a】うち会計年度任用
職員人件費

0 0 0

(目) 障害者福祉費 (小事業) 介護・訓練等給付費事業

事業目的
障がい者等に対し、介護および生活や就労のためのサービスを提供すること
により、自立と社会参加を支援し、もって障がい福祉の増進を図ることを目
的とする。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

予算科目

(款) 民生費

事業種別

(大事業) 民生費

(項) 社会福祉費 (中事業) 社会福祉経常事業

A
の
財

源
内
訳

国庫支出金 1,671,173 1,914,150

令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　障がい福祉課

施策体系
（分野別施策2） みんなで支え合う健やかで心豊かな暮らし

づくり
▶ （2） 支え合いを育む福祉コミュニティづくり ▶ （個別施策11） 障がい者福祉の推進

■対象事業 評価者 川田　裕康

事業番号 032156 事業名称 介護・訓練等給付費事業
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B　継続

C　充実

本事業は、児童福祉法（第3条の3）において位置づけられたサービスであり、利用者の多寡により事業の方向性について考えることはできないが、潜在的需要の表
面化や、学校等での情報提供に加え、サービス利用に対する意識的な障壁が低くなっていることなどから利用量が増加し、毎年、大幅に実績額が伸びているのが現
状である。　今後も、事業目的の達成に向け、サービスを必要とする児童等が制度を確実に利用できるよう冊子やウェブサイト等で周知するとともに、適正かつ迅速
な支給決定に努めていく。

本事業（扶助費部分）は、国1/2、府1/4、市1/4という財源構成で
あり、これ以上に得られるものはない。

B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

効
率
性

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 C

A　コスト削減を行う予定である

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 B

A　事業手法を見直す予定である 支給決定に係る事務は市町村職員が行う必要があるが、申請書等
の受付程度であれば委託は可能。ただし、本事務は申請にあたり
現況の聞き取り等を要するため、やや専門性を要する委託内容と
なることに鑑みれば、受付数量に照らして本事務単独での費用的
な軽減効果は期待できない。

B

A　見直し・廃止

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。 A

A　適切な割合が負担されている

本事業は、国の事業である。

障害児通所支援サービスについては、その利用に係る負担上限額
が児童福祉法施行令により定められている。

B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 A

A　指標を達成している 事業へのニーズは、年々高まっている。

B　概ね指標を達成している

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

A

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

A

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

A　市民ニーズは高い又は増加している

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

A

A　効果的な制度設計となっている

障がい児に必要な指導や訓練等のサービスを提供することによ
り、障がい児の早期療育を促進し、もって障がい児および障がい
児の保護者等に対する福祉の増進を図ることを目的としており、
ニーズは年々高まっている。

B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 児童福祉法（第3条の3）において位置づけられた公共性のある
サービスであり、実績の多寡に関わらず、引き続き提供していく必
要がある。

C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

活動指標３ ➡

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

【 】 実績
活動指標４ ➡

単位 予定

【 】 実績

単位 予定

成果指標２ ➡

活動指標２ ➡
単位 予定

【 日 】 実績 87,418

【 】 実績

活動指標１
障がい児通所支援給付延べ利用日数（相談支援を除く。障がい児福祉計画よ
り）

➡
単位 予定 76,176 76,176 76,176

予定

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡

単位

)

実績

【 人 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 3,000 人 )

実績 8,243

3,000 3,000

成果指標１ 障がい児通所支援給付延べ利用者数（相談支援を除く。） ➡
単位

予定 3,000

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

【a+B】うち人件費 6,720

（現年）

128文字

その他 0 0 0

一般財源 226,443 272,546 256,563

事業概要

障がい児等が利用する通所施設サービスや相談支援等のサービスについ
て、障がい程度、介護者の状況等を踏まえて必要なサービスの支給決定を行
い、利用に伴う費用等を支払う。

サービス内容…児童発達支援・放課後等デイサービス・保育所等訪問支援・
障がい児相談支援　ほか

地方債 0 0 0

【B】職員人件費（参考値） 6,720

正職員 6,720

会計年度任用職員 0

【A+B】総事業費（参考値） 1,028,098

509,877

府支出金 221,366 254,939 254,938

84文字

【A】事業費 899,078 1,037,362 1,021,378

【a】うち会計年度任用
職員人件費

0 0 0

(目) 障害者福祉費 (小事業) 障害児通所給付費事業

事業目的
障がい児に必要な指導や訓練等のサービスを提供することにより、障がい児
の早期療育を促進し、もって障がい児および障がい児の保護者等に対する
福祉の増進を図ることを目的とする。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

予算科目

(款) 民生費

事業種別

(大事業) 民生費

(項) 社会福祉費 (中事業) 社会福祉経常事業

A
の
財

源
内
訳

国庫支出金 451,269 509,877

令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　障がい福祉課

施策体系
（分野別施策2） みんなで支え合う健やかで心豊かな暮らし

づくり
▶ （2） 支え合いを育む福祉コミュニティづくり ▶ （個別施策11） 障がい者福祉の推進

■対象事業 評価者 川田　裕康

事業番号 032157 事業名称 障害児通所給付費事業
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予算科目

(款) 民生費

令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　障がい福祉課

■対象事業 評価者 川田　裕康

事業番号 032158 事業名称 地域生活支援事業

施策体系
（分野別施策2） みんなで支え合う健やかで心豊かな暮らし

づくり
▶ （2） 支え合いを育む福祉コミュニティづくり ▶ （個別施策11） 障がい者福祉の推進

事業目的
障がい者（児）の地域生活をソフト・ハードの両面からサポートすることによ
り、安心し、充実した地域生活を送ることを可能とすることを目的とする。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

40,648 43,433 71,268

事業概要

障害者総合支援法に基づく市町村事業で、障がい者等が自立した地域生活
を支援するため、市が主体となって相談支援、日常生活用具の給付や移動支
援等を行う。
主な事業：地域活動支援センター・訪問入浴サービス・障がい者基幹相談支
援センター・移動支援・日中一時支援・障がい者日常生活用具給付

地方債 0 0 0
138文字

その他 0

225

【 件 】 （ 令和8年度目標値 ➡ 8,600 件

（現年）

)

225

実績

【 人 】 実績 236

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

活動指標３ ➡
単位 予定

【 】 実績

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

A

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 障害者総合支援法第77条第1項に定められた市町村の必須事業
のほか、同第3項に基づく任意事業等を行うものであり、必須事業
については法的必需性があり、任意事業についても利用実績や他
市の実施状況等を鑑みて公共性が高いものである。

活動指標４ ➡
単位 予定

【 】

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

C

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

B

A　効果的な制度設計となっている 施政方針にある「障がい者千人雇用の実現」に向けて、「障がい者
雇用センター」の強化が求められる。
ガイドヘルパーなどの担い手不足が課題であるため、確保に向け
て大阪府へ研修等の充実を要望や人材育成の研修については随
時管内事業所への情報発信を随時実施していく。

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。

B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

事業種別

(大事業) 民生費

(項) 社会福祉費 (中事業) 社会福祉経常事業

(目) 障害者福祉費 (小事業) 地域生活支援事業

69文字

【A】事業費 229,974 203,487 217,558

【a】うち会計年度任用
職員人件費

0 0 0

府支出金 22,098 20,752 37,252

国庫支出金

0 0

一般財源 167,228 139,302 109,038

【B】職員人件費（参考値） 15,120

A
の
財

源
内
訳

正職員 15,120

会計年度任用職員 0

【A+B】総事業費（参考値） 232,678

【a+B】うち人件費 15,120

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

成果指標１ 相談支援事業の利用件数 ➡
単位

予定 8,400 8,500 8,600

実績 21,349

成果指標２ ➡
単位

予定

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡ )

活動指標２ 在宅障害者住宅改造補助金支給件数 ➡
単位 予定 4 4 4

【 件 】 実績 2

活動指標１ 移動支援実利用者数 ➡
単位 予定 225

実績

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

A

A　市民ニーズは高い又は増加している 障がい者（児）の地域生活をソフト・ハードの両面からサポートする
ことにより、安心し、充実した地域生活を送ることを可能とするこ
とを目的としており、ニーズは高い。
・市民ニーズに応えて、令和6年度より「重度障がい者等就労支援
特別事業」を開始する。

B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 A

A　指標を達成している 相談支援のニーズは、年々複雑化、多様化、長期化し、高まってお
り、さらなる相談支援体制の強化と安定した人材確保が求められ
ている。B　概ね指標を達成している

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

A　見直し・廃止

B　継続

C　充実

・相談支援事業については、令和2年度において5か所の委託相談支援事業所への委託に加え、障がい者基幹相談支援センターを直営で運営してきたが、令和3年
度より基幹相談支援センターを委託化した。現在は、市内３つの各圏域ごとに1か所づつ設置、相談支援事業所を3か所設置することで、より身近な相談支援と高
度・複雑化する相談に対応している。また、基幹相談支援センターに「障がい者雇用センター」を併設し、ポストコロナ禍において一般就労を実現することは尚更厳し
い環境ではあるが、ハローワークや就業・生活支援センター、障がい者職業センターや管内企業などと協議・連携を図りながら、障がい者の就労促進を図っている。
基幹相談支援センターを委託化して以降、相談支援件数は増加傾向、相談内容も複雑化している。
・上記状況の中で相談従事者の充実は必要と考えるが、限られた財源補助での実施は困難であることから府・国等への要望を実施していく。

A

A　適切な割合が負担されている 本事業の利用に係る負担区分については、障害者の日常生活及び
社会生活を総合的に支援するための法律施行令の考え方を踏襲
し、市民税課税世帯は有料、非課税・生活保護世帯は０円としてい
る（一部の事業を除く）。市民税課税世帯からの徴収額について
は、他市の実施状況に鑑みて不均衡とは考えていない。

B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

効
率
性

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 B

A　事業手法を見直す予定である 相談支援事業など可能なものは委託しているが、それが馴染まな
い事業（日具給付等）も存在している。それらを含め、申請書等の
受付程度の簡易な事務手続きであれば委託可能性はあるが、全体
の事務作業に対してごく一部であること現在の受付数量に照らし
て本事務単独での費用的な軽減効果は限られる。

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 C

A　コスト削減を行う予定である 相談支援事業の委託において、消費税の課税が必要となったが、
事業の性格上、非課税が妥当であることを、あらゆる機会を捉え
て、国に訴えていく。
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令和 7 年度 事業評価シート 作成日 令和7年6月25日

部署名 福祉部　障がい福祉課

施策体系
（分野別施策2） みんなで支え合う健やかで心豊かな暮らし

づくり
▶ （2） 支え合いを育む福祉コミュニティづくり ▶ （個別施策11） 障がい者福祉の推進

■対象事業 評価者 川田　裕康

事業番号 032194 事業名称 障がい支援区分認定等事務

(目) 障害者福祉費 (小事業) 障がい支援区分認定等事務

事業目的
障がい支援区分が適正に認定されることにより、障がい福祉サービスが適切
に利用されることを目的とする。

事業コスト
（単位：千円）

令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算

予算科目

(款) 民生費

事業種別

(大事業) 民生費

(項) 社会福祉費 (中事業) 社会福祉経常事業

A
の
財

源
内
訳

国庫支出金 0 0

49文字

【A】事業費 6,677 8,160 7,967

【a】うち会計年度任用
職員人件費

3,504 4,284 4,355

0

府支出金 0 0 0

事業概要
職員等の調査員が障がい者の心身の状況や環境等の事項について調査を行
い、その結果と医師意見書の内容に基づいて、障がい支援区分支給判定審
査会が審査を行い、障がい支援区分の認定を行う。

地方債 0 0 0

【B】職員人件費（参考値） 6,500

正職員 5,880

会計年度任用職員 620

【A+B】総事業費（参考値） 14,467

89文字

その他 0 0 0

一般財源 6,677 8,160 7,967

【a+B】うち人件費 10,855

（現年）

成果指標１
障がい者の心身の状況及びその環境を調査するものであり、指標設定は難
しい。

➡
単位

予定

■実施（DO）
令和6年度 令和7年度 令和8年度 ―

実績

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡ )

実績

予定

【 】 （ 令和8年度目標値 ➡

単位

)

活動指標１ 障がい支援区分認定調査件数 ➡
単位 予定 260 260 260

成果指標２ ➡

活動指標２ ➡
単位 予定

【 件 】 実績 403

【 】 実績

【 】 実績

単位 予定
活動指標３ ➡

■評価（CHECK）

項目 視点 評価 評価の理由・根拠

【 】 実績
活動指標４ ➡

単位 予定

D　民間によりサービスの維持が可能な事業がある

B　行政が実施主体（直営・委託）となることが適当

A　行政が実施主体（直営・委託）となることが法令等で規定 居宅介護などの障がい福祉サービスの支給決定を行うためには
障がい支援区分の認定が必要であり、「障害者の日常生活及び社
会生活を総合的に支援するための法律」（第21条第1項）におい
て、障がい支援区分を認定することが定められいる公共性の高い
ものである。C　民間が実施する事業に対して補助等が必要

福祉サービスが受給できる対象者の増加や制度周知により障が
い福祉サービスのニーズが高まっており、比例して障がい支援区
分認定調査の依頼が増加している。B　市民ニーズは低い又は減少している

C　市民ニーズとの関連性は低い又は把握していない

必
要
性

公共性
行政課題への対応や事
業実施の背景等を踏ま
え、市の関与は必要か。

A

市民ニーズ
市民ニーズを踏まえ、事
業実施の必要性はある
か。

A

C　指標を達成していない

D　指標を設定していない

A　市民ニーズは高い又は増加している

有
効
性

制度設計
課題解決や事業目的達
成のために、有効な制
度設計となっているか。

B

A　効果的な制度設計となっている

B　より効果的な制度設計とするために改善の余地がある

C　効果的な制度設計とはいえない部分がある

達成度
成果指標に対する達成
状況や成果はどうか。 D

A　指標を達成している 障がい者の心身の状況及びその環境を調査するものであり、指標
設定は難しい。

B　概ね指標を達成している

公
平
性

受益者負担 受益者負担は適正か。 D

A　適切な割合が負担されている

市内居住の対象者の更新の認定調査等、可能なものは委託してい
る。

本事業における障がい支援区分の認定は、障がい福祉サービスの
支給決定からサービス提供に至る手続きの前提であり、認定それ
自体で利益が発生しているものではないため、該当しない。B　負担割合を増加または減少すべき

C　負担を求める余地はあるが、負担されていない

D　受益者負担を求めるものではない

B　継続

C　充実

障がい支援区分の認定は、居宅介護や生活介護などの障がい福祉サービスの支給決定を行うため国で定められたものである。また、障がい者の多様な特性その他
の心身の状況等を的確に把握することで、福祉サービスの種類や支給量を決定するための判断基準となるものであり、利用者の生活に直結するものであり、支給決
定の透明化・公平化を図る観点からも重要なものである。今後も適正かつ迅速な認定に努めていく。

国・府の補助事業は見込めない。

B　コスト削減を行う余地はある

C　コスト削減を行う余地はない

■改善事項（ACTION）

今後の事業の方向性 事業の課題に対する改善事項

効
率
性

B　事業手法を見直す余地はある

C　事業手法を見直す余地はない

コスト
現在よりもコストを削減
する余地はあるか。 C

A　コスト削減を行う予定である

事業手法
現在の事業手法を見直
す余地はあるか。 B

A　事業手法を見直す予定である 業務について重要度が増しており、職員加配が求められる。

B

A　見直し・廃止
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